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この小文の日｜’内は， 中国の任会主党経済計urifの

品lj度と週営に関する大まかなスケッチを描くこと

にあるっそこでは，がhf;次のkうなことが合立さ

れている。まず第1に，社会主義経済は「計闘を

もった，ベランスのとれた発M」および「高速度

にしてバランスのとれた発展」という「法則」に

したがうといわれるが，ここではこの f法貝l)Jを

「可能と当為」を意味するものとしてとちえる。

ぞれは人閣の万力の対象であり， したがってそこ

仁は失敗と錯担ぷありうる。ぞれ故に：tた，その

錯誤をのりこえる努力の領域かある。第2に，発

浪速度ぺ，；；t両の1Jす容ft，義的江主のではなく， い

くつかの類型または範聞の中で選択されるべきも

のであみと考える。ノトとでは以上のi、うな見地か

ら， 中聞が高連度の，計画をもった，バランスの

とれた発展を主現するために，現実にどのような

組織をつくり， どのような計闘を作成しかっ実行

してきたhをボ実にてんしてアオローするわけで

ある。言葉をかえれば，高い資本蓄積率，経済活
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動の能率，経済各部門間の斉合性がいかにして実

現されたか， あるいは実現されようとしたかをみ

る。

ところで，ここにいう「社会主義経済計画」は，

次のごつの条件を満たさねば、なちたいと考える。

第1に，それは包括的でなければならない。すな

わち計両体系が国民経済全体を一つの有機体とし

て包合しでかなければならない〈経済活動のすべて

の局面を直接的にというのではない）。 第 2に， それ

は少なくとも経済の主要な局面におャて実行の命

令を含んでいなければならない。それは資本主義

Z士会における「経済計画j←ーそれは計画という

よりもむしろ予想というべきものであるーーとは

異なる。社会主義経済投函においても 5カ年社両

のような長期計画はふつう寵接の命令を伴わない

が，しかしそれは年度計画を規制することによっ

て実効を及ぼす。

従来の理論的研究の中で社会主義経済計画はい

くつかのメルクマールにしたがって各種のモデル

に分類された。すなわち，（1）集権的計画か分権的

計画れ言十両と市場の範囲をどのようにきめるか，

(2）物動計画か価値計画か，（3）計画者主権か消費者

主権；h などである川 l）。小文におし、てもこれら

のことは若干考慮に入れられているが， そのよう

な形には続ーされていない。基礎的知識の！集積iこ

重点がおかれているからである。

さて1t1国社，急速な工業化による円己完結的な

経済体系の建設をめざしている。したがってその
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Ⅰ　計画機構と計画作成手続
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目的にそう計画制度をつくりあげてきたわけであ

るが， その過程を一言にしていえば，大きい試行

錯誤のそれであった。大躍進はその最も顕著なー

コマーであ勺たと L、えよう。

C住 1〕 石川滋『中間の資本；華客f!f機構』， 約波；号店，

19（ゆ年。 Dwight Peγkins, !¥Jar，是et Cont, ol and 

Planning in Co抑制unist China, Harvard Univ. 

Pre叫 19似． こ／） iー？に関 I..以上 ＇jV,音声いきi•/) 

て示唆的？，小文；Tこれ：ゅ負うところおわめナ大きい。

I 計闘機析と計画｛乍！或子続

l. le!:しカ1き

中閣の国家機構は「行政」の名をもってよばれ

る。主な生琵手段ポ国公有化されている故iこ，政

府のし、わゆる行政機構内（まか各部企業もそれに

含まれる。経済計画についていえば，計両作成の

最高機関たる国家計画委員会主たね！弓務院かち，

その品下部組織でありかつ七た計Ji耐え行しつ主体で

ある企業内管理組織までが行政の中に入る。

と正二ろで，社宗主義経済を運営すく〉に占いし，

この行政紅織のみ；こよ J】て共産主義の理念を衰微

し， またそれぞれの段階において計画当局の意図

を実現するーことは至難のわざであゐ。 ソ連におけ

る管理体需i]rn主立のk1t、歴史はこの問題をf評決する

ための試行錯誤のそれであったといえよう。

中国では補助的組織が強力である。中国の国家

機関は行政lワみによって運営され口、るのではな

い。それは行政を含めた 4種の異なる組織によづ

て運営・管理されている。すなわち共産覚，行政

主且織，労働tJJ合，共産主義青年国である。これら

はふつう一括して「党政工育」の名でよばれる。

これらの聞の関係を，工鉱業企業内の状況を例に

とって説明しよう。

共産党，労働組合，脊年団は企業内において生

産および管理の直接の遂行者または賀任者たる組

116 

織ではなu、。またそれは強立の組織であ／ヲて，企

業内支部はそれぞれその上部組織の指令にしたが

れえだそれらはすべて企業の生産を高めるため

に活動する。 l'H票lま共通であると Hv、え、その只

体的な役割はそれぞれ典なる（注2）。

共産党の役割は次のごとくである。国1話，の工鉱

企業r1sにはそれぞ;le共産党の支部（党委口会〉カ

あるO 共産党は独立の政治組織であって，工場内

に駐在する喜記は覚の上級機関によって任命さ

れ， 派遣される。それは企業の行政系統にほ含主

れず，みずからの手によって企業を管理したり生

産を指揮したりすることはない。 ところが党は企

業内の也のすべての組織を「監替j しかっ「預導！

する責任と権限をもっO そもそも中国においては

重要な政策決定は共産党の中央委員会でなされ，

その後それが国家機関によって「承芯Jかっ［執

行jされるが， とのよろな関係は企業内の党と行

政との関係に反映している。行政系統において重

要な；j（ストを占め， したがって党.g記ではなし、人

物が共産党員である場合がある。 しがしそれはあ

くまでも個人の資格としてであり，また「偶然」

であるにすぎ、t;n、。 したがってかれぷそのポスト

にいることと共産党員であることとは直接の関係

はない。理論上そうであるばかりでなく，実際の

行動！蕊式としてもよとうであった位3）。

労働組合は「党ど大衆の間のかり情Jであって，

党の方針を実現し，大衆運動の直接の組織者とな

る。共産主義一青年団は覚と労働組合の補助的役古iJ

をはたす。

以ヒは，理論上はそのようになっているという

ことである。事実の問題として最も重要な d意味を

もっ七のは党と行政との閣係である。そしてその

内容を規定するものは党の行政に対する「領導と

監督」の程度と内容である。すなわち，一方の極
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として、 与を書記7）て企業長の任？ちをほif完全に代行

するも山方、ら，他の極としL，せいlL'＼、その報告

をきいて「承認Jを与えるものまでいろヤろ考え

られる..・・j：実はそ（7)両極端の！日jを振航した。そし

てそれは企業聞の差としてあらわれるものより

も， H1iMJの推移にfieう差と Lてあら Jいれるものが

より重要であっえ。

その関係を事実にてらしてあとづけてみれば，

中華人民共和国北立以後現在に至る期間を次の 7

期に区分するのが適当であるように思われる。

(1) 日収期帝国主義資：,js:および官僚主義資本

は解放後ただちに接収されたが， それは解放軍か

ら有力な党幹部を派遣するという形をとっ托

:/14)。江：I'U組織の改革におL、Lかれ「2のはたした

役割は大きく， その積極的意義は高く評価されな

ヴれは／九：，－，ないっただ行政組織内によ；；jる責任体

制が容易に確立されなかったようである。

(2）行政機構の確立と党の？を退日間年以後，

企業内行政機構i）＜：＇.＇、速に整備 3れた。之れは 生

産区域管理市lj」にもとづく 「一長制Jによって特

徴づけられる。 しかしそれt【こよって党委員会のは

たすべき役割はほとんどなくなった。

(3）党保拡大へ，：！）ステッ：7' 1956 1rν月のipjt

）＼全大白 j 「党委長会領導下心おける工場長責任

制」をうちだした（泊5）。これは計両作成と生産の

遂行に.t)'. ＇て党がより強力な発言権をもちかつよご

れを発揮するようよびかけたものであった。ただ

実際iこは， 時あたみhも社会主義改造後の反動的現

象および過剰投資による経済的困難の時期にあた

り， それが実効を示すにはい売らなかったようで

ある。し力、もその役，百家どp-~f｝，百 lt芥放のillf\l

において党が右翼の攻撃にさらされるにおよんで

でのよう fょ傾向は功長されたc

(4）党の「絶対領導」の時期 反布派闘争とそ

れにつづく大躍進の過程で状況は－－変した。 この

時，党の役割は大幅に増大した。というより，1958

年には企業の生産活動における各種決定権はほぼ

全面的に企業内党支部が直接掌握するところとな

った。中央においても主要生産物の具体的生躍計

画が党中央委員会から発せられた。主た大衆運動

が高潮をみせ， それが企業の行政系統をつきあげ

たが， この大衆溜動の方向は事実上党の号令によ

ってきまった。 「党委の絶対領導J という言葉は

当時の事情を端的に表現している。

(5) 行政系統の再建と党の後退 1961年はじめ

における経済政策の転換は同時に党と行政の関係

における逆献を招来した。この時，すべての面で

行政組織の再建が進められ，同時に各種テケノク

ラトがその権威と権限を再獲得した。党幹部は

「不Jt士領導Jとなった。

(6) 党の権威回復への努力 1962年9月の中共

十l-t：全会は党の指導権回復のための努力が再開さ

れようとしていることを示した。 Jとして mm～64

年からすべての政府機関，特に工鉱企業において

猛烈な社会主義教育運動がはじまった。そして

1964年春以後，工業，交通関係の各部（国務院の）

iこ政治部が設立されて党指導の強化がはかられ

た。ただ，再建された行政組織が強力であれま

た大躍進の反動による党内部の事情などもあっ

て，あまり効果的ではなかったようである。

(7）文化大革命による機構全体の激動後述す

るところのように， ここでは党，工，青というい

わば先進的組織がすべて批判の対象となり， その

帰趨はまだ判明しないような状況にある。行政組

織は組織自体としてはまだもとのままにおかれて

いる。そして最高幹部，特に企業長のみが批判ま

たは免職され亡し、る場介が多いようであるc 現在

なお激動の過程にあるといえよう。

I I 7 
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それは診てのよう fこなる

であろう。（1）情報収集（統計）機構，（2）計開作成

機杭（3）計画主也機構，（41，オ画検査機溝，

て計Ii可「益構を k:•JIJすれに，

以上で

あるo

fト丈においては（1）はとりあげない。ただここで

はく二れに関して LiChoh-mingのすぐれた著作が

あることを付醤しておく位6）。それはきわめて体

系白りかっ詳細である。｛あとは）は同じ法慢によって
これはいわゆる復興販の経済計両の立案にあたっ

た。 1952年11月19日，中央人民政府が改組され，

i司家計画委民会が設をされた。その組織と人事は

次のとおりであった川10）。

その隙より遣要な11"なわれる。いうまでもなく，

ものはl十画作01H1卒業で去るつ本舗の大部分いこの

会
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中目では

国務院の大部分がほぼ（3）にあたる。これをさらに

三分すること乙4可能であるつすなJ1t,ll）金官昔、関係

のもの，（2）物資分配関係のもの，（3）部門別の生産

機構をあきらカ‘にするために費される。

ただこれらの際関もそれぞである。管理のもの，

I'. f告：高尚

/,¥1] i二府：議f段，李富ff, C：拓夫

委 員：陳雲，車五徳懐，林彪，部

小一仏 ift激石， j事 ’波，

彰ti. i浮暮矯， 百1＇ド勲，

黄克誠，蜜1J澗瀞，張型，

安志文，篤洪

秘｝：；長：罵洪

同れの領域における具体的計画を作成するので，

時l土百十菌作成機関でもあるつついでに付言すれば、

通貨ぷよび金叫に関しては I古下忠年目、授の最もす
国家計［ilij委員会

ぐれた著作があり (ll7），小文における叙述もその

点t：悶するものは大部分これに負うている。

同時に経済企業は計間作成の末端機構であり，

活動のi直接の安打主体である。 前者の意味におい

国家計画のあらゆる部分を

調整，指導，

同家計画委員会は，

含めた計ITI!iの作成，

後？fの意味tこ才コL、

監査に関する全

これは中央人民政府委権限を掌握していた位11〕。

正副その地位は政務院とならび，台、会に直属し，

主席および委員はL、ずれも各大行政区の党政軍お

ては計画機構と対立する被規制者の立場に立つ。

企主については；＋； 4節で－J止！允にとりあげる。

中間の計画組織は地域別と部門別のご大系統に

よってくみたてられた制口のようなものである。

まずその頂点Lにつ組織は以下のとおりである

（注 8)

てt土副困機構しりー部をたすが，

よび中央の経済関係の中心人物であった。

しかしまもなく高i誌の粛清， 新憲法の公布など

各行政部

があり， 1954年 9月に改革をみることとなった。

新しい国家計画委員会は国務院に属し，

l()!"i2年以前においてじ，それは政務院財政経済

委員会内の中央財政経済計画局であった。

それじ次のとおりであった心け

この局

は1；げ＇.／！； i同らなり，

II8 



とならび，したがってその権限ももとの同家計問

委より小さくなった。計画の立案と実施の監督が

その役割であった。正副主任および委員もいわば

二流の人物になった。ただ，いずれも経済の専門

家があてられた（主任は李富春） u七12）。しかもその

時新たに国家建設委員会が設置されて，国家計両

委の権限は分割された。国家計両委員会は22局l

庁l室からなり， その中には後に委員会として独

立する基本建設総合計画局，成本物価局（コスト物

価局〕，物資分配計画局などが含まれていた。

1956年5月12日，中央機構はふたたび改組され

た。この時，国家経済委員会，国家技術委員会，

物資供応総局（物資供給総局）が新設されて，権限は

ますます分散された。これ以後国家計両委は長期

計画のみを担当し， 国家経済委と戸！家建設委が年

度計画以下の短期計闘を作成することとなった。

1958年以後に若干の変動があった。同年， l司家

建設委と物資供応総局が廃止され，同家計両委，

悶家経済委，建築工程部へひきつがれた。同年同

家基本建設委設立， 1961年廃止はJl:l), 1965年再

設。 1963年物資供応総局再設，同年全国物価委員

会新設（i1:14）。以上のほか， 1959～63年には国家計‘

画委員会における人事の変更があり， それがそれ

ぞれの時期において与えられる性格と役割の変化

を示している位15）。

計画の作成の第2段にあたる機関は国務院の各

部である。そのうち，生産または工農業部門の部

は1952年12, 1956年24, 1965年25であった。これ

は計画の包括範囲の拡大と工業の発展を反映して

いるものであろう。その中でも機械工業部の増加

はめざましく， 1965年には第8までになった。

以上は計闘の中央機構であるが， 中央で作成さ

れた計画は性格の異なるこつのノレートを経て詳細

化かっ具体化される。すなわち中央各部に属する

企業の分については各部を通じておろされ， その

他の部分は一括して各地方政府（この場合は省政府）

におろされる。工業についていえば，地方国営，

公私合営，合作社営企業の計画はこれに入る。

各部およびそれに属する各管理局， さらには企

業は， 中央の計画委または経済委に似た機構をも

っている。各部のそれは計画局または計画司とよ

ばれ，総管理局のそれは計画処，企業のそれは計

画処または計画科とよばれる。それらは， その部

門の生産と基本建設計画のみでなく，労働，幹部，

コスト，財務，物資供給，文教衛生計画をも行な

う（注16）。

省級以下の政府内の計画機構は地方計画組織と

よばれ，主に省，等区，県の三級よりなる。いう

までもなく最も重要なものは省級のそれで，県級

のものがそれにつぐ。県級のものは計画機構の末

端組織である。

1959年に「双軌制」（複線制）とよばれる制度が

採用され，国民経済計画が地域ごとの，いわば横

わり計画になった（第V節参照〉。ここにおいて地方

計画組織は重大な役割をになうことになった。そ

れまではこれは震要な意味をもたなかった。 もっ

とも，地方計画組織が弱体であったために，部門

別のたてわり計画を地域ごとの横わり計画によっ

て補うことができなかったと考えられるふしがあ

る。たとえば， 1955年までに「1427の県に計画委員

会が， 1909の県に計画統計科ができ， 700あまりの

県にはまだ計画委員会がなく， 220の県に計画統

計科がない」というまでになったというが（注17〕，

実際にはすでにできたものでもその力は弱いとい

うCi上IS)(1959年以降については第V節を参照）。

3. 計画作成手続

国民経済計画が作成される基本的なJI頂序は「二

下一上」とよばれるものである。それがいかなる

I I 9 
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ものであるかについてはすでに石川滋教授の簡明

な説明治あるのでそれを紹介すれば以下のとおり

である往19）。

(1）年度計画開始前にまず国務院が年度計聞の指

標を i協制数［＇.Iとして （ii,，管理局ふるいは令市を

通じて末端企業に下達し，（2）企業はこの「統制数

字」をt，主討したlで計阿草案としての指標を編成

する。 ζれを足以：管理局，部あるいは省市を通じ

て上報し，最後に国家計闘委員会がこれを国民経

済計阿草案としてとり主とめる。（3)l!J.務院はこの

草案を批准したのち，部，管理局あるいは省市を

通じて末端企業に下達する。このときは下速され

た指標は法律としての効力をもっ。（4）企業は下側

された指標にもとづいて企業の最終計両をつく

り，ふたたびこれを上報する。中央計;il1f当局が子；悼

の第2段階における企業の計画統制への参加に期

待しに役割は， J.ミi子不可tis，＇）指標’ネ k流制数にいを

是正させることもあるが，主として上級計闘機闘

が見落とした企黙の能力を発見させ， それを指標

の泊ll<ii9改訂として反吹させることであり， その

ためにとくに「企業内部の労働大衆を動員して一

切の芯在力を活出利用するJことがぶめられた。

大衆の計両草案討論の原則は，「与えられた任務を

超過ナること山み認め， それより it1くなる三とを

許さ ！；い」と v、うにあった。

以上の石川教授の説明に対して若干の補足を加

えよう。まず「池制数字」ポ作成される過位が問

題となる。すでにのべたとおり，計岡期間内の経済

お上び政治の氾任務の決定i土中共中央委員会によ

ってなされる。第1次6カ年計画は中共中央委の

提出した国家過渡期の総路線を基礎としている。

しJう＝も中共中央奏は具体的与統治！］数r；：をみすから

制定することがある。それが直接公表される場合

もあるし， 111＇支店済委民会の統制政 7となるm合
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もある。大躍進の期間においてはこのようなこと

はLばしばみられた。その際それがどれだけのデ

ータをよりどころとし， またどれだ＇ ftの分析の上

にたって算出されたものであるかは不明である。

たどこのような場合には， その数字はその後の計

間作成のプロセスにおいて変更を加ええないほど

強し、強制力をもつのがふつうである。

次は， ；流出店数字が下へおろされる方法が問題で

ある。すでにのべたように， 1958年度計四までは

産業部門店jに下達された。すなわち， 中央各部所

属のものはその径路を通じて， そうでないものは

地方政府を通じておろされた。 1959年度計画以後

は皮業部l'lj)Jljのほか，地域別にもおろされるよう

になった。地方計聞は中央所属企業をも含むこと

となった。 これは？？との段階，すなわち計両j草案の

「上報」についても問機である。

次；こ，企業内における大衆討議の内容に移ろう。

これは計画作成の段階と実施の段階に大別され

る。ここで問題になるのは前者である。企業の生

産北画は企業の能力 一それは各種の定額または

規主主制度（規則lj）によって表現されている一ーをも

とにしてっくりだされる。 ところがこの「定額ま

たは規章制度」が大衆討議によって変更されるこ

とがある。後述するととろのように，大躍進の過

程でそれが極端な程度に進み，経済計画の作成が

事実上不可能となることがあった。

足終的にとりまとめられた計画草案は全国人民

代表大会で承認されて国家の法律となる（i't20）。

「i；：］家のi公律と同じ効力をもっ計画指襟は指令性

指認とよばれ， 最高五十両機関の批准をうけて下達

され，その後はその許可がなければ変更しえない。

この指標のほかに各部，各管想局あるヤi土地方政

府のきめた追加的指標が加われ さらに企業自体

が定めた内部指標治、あって全体として企業生産技
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（注11〕 「I＇禁人民共和 Ii パ；＇!Jf,;f・μHj委r,_;, ・1°1 ii I作

条例J，「J見通；編2』。

(i!12）『人L('.I I報』， 1954午llfJ2110

( ii 13) 依l好文与l, 11fJ燭針。『人J(II減』， 19/il午1

n :-n日f li'iJ m誌編 7.I], 61ベージ。［，，］ 8‘ 95ペーン。

(itl t〕九1二『人1t-r，【［仁

(/U:i) .-'l.,,clrey Donnit¥wrne, ＇℃hinハー iλnnomic 

Pl日nningand Industry”， The China Quarterly, 

Jan.-Mar. 1964. 

（注lバ） f; ~（然「関V ?, ，.，，；闘機倒的乙r,n: i:. 1・f下J,

『討両れ，;c, J, 1955'!' 6 , _ , 

（注17) i,' 11勲「関上、.＇ " I 1，，，.委只万的 l・::L，刊織布i

工作」，『，il'rilri経済』， 1955"V-10月。

c ri:ls) 防）J勲「加治利JL次j任以絞＂ I11Lj悩！WI'ドJi・作」，

n1rrrn，ι， [.I, 1956年2'j 。
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線」，『i>l・r!fiiffiif』， 1958(1.11 Jl。

(it25) rt，紀孔，二；、H主「ユ；楽生淀川plliJ，『dlrilii $t涜』，

1955年五

（注＇.，；li) i l告齢， iJliJL'.<, zo 
（注27) 「！＇z11主動F制il,IJ1958 fj' :fl・ pliiJ, U' ,; l [ifrj粁前』，

1957 ;I'・ 7 )~ a 

（注28〕 l:l＇：号室齢， 前悩l論文c
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H 計両概史

1. 国民経済計i蚕前史

12 j己

中国において社会主義経済計画の名にふさわし

し、内合をそなえた長初のものは， 1952年の年度計

[IU！であった。したがって 195:1年までの「四位期j

は， 国民経済計閣の作成という点からみるとき，

つの準備期引、うことになる。準備工作は中央

のい；！ 11i!J機構によるそれと基層単位たる企業のそれ

にわけて考えるのが適当であろう。

まず中央計聞についてみよう。経済計画は東北

地 ｝jにおいてはじまった。 1949年に「東北財政経

済委ヨ会が最初の概略的な区域’陀i，十画を編成し，

工業の回復を中心任務と規定した」という（注JO〕。

1951年には東北政府はすでに 4半期ごとに「国民

；花泣い十画執行情況の公報Jをだすまでにいたって

いたむ東北人民政府主席の高出は中国におじる経

済計四のパイオニヤたる役割をはたした。

今［1ヨ的規填における計画活効はまず国営工業部

門、 待；こ重工業のそ丸から着手された。 1949年11 

月には全国重工業会議が聞かれ，その時， 「重工

業経済計画を作成し，供舘機関は工業の生産計蘭

J; .t ff.各消費l'HWJが提出した中日吉井および注文芹

; ~ q，とづいて斤始、＇ Iえ衡計画仇：，f!JVi'icパランス；Hrn:D

を編成した」という 0.!'31〕。

1950年に入ると重工業の各部門がそれぞれ「専

業会設Jをひらき，各部門についての具体的措置

を，n議した。 ？主た［，ij年 8月には重r業の計画工作

会i議がひらかれ， そこで「国営重工業系統の生産

と修建計画を編成した」という (lt32)0 

,J1詞実行にさいしては契約制がはじめムれ

(1950年 2JJ〕，原料および製品についてその種類，

数量，品質，納期，配送などを明記してそのとおり

に1ミ行させた〉 これは物資分配，Jj再！における若F

{j）変他にもかか；／） じず，今日までつづいてヤる。

全国計画は1951年にはじまる。 1951年 4月 6日

の政務院第79次政務会議は「1951年国営工業生産
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そ才しんはとのよ欠点をさかんに指J寓してし、るが，こ,jlf土l();ii :fJ'-(l) 建設的氏定」を通過させた（

うな形でイ立~·づけられるべきであろう。 1955 年度

第 1

11J？；工業の生f信ど技官に問すーる抗；H:J数’fてを含み，

;11-1再i(;tそれらの教百Illを吸収していることと，

次日カ年；n-1函iにi直結していることにおいて新しい

とL‘える。

19:ifi午！主計両はそれ玄での計画ーと質的な差をも

っとL、ろ。 lり同年末における社会主義改造の成果

？干［；；＇.：；＇： i¥t 

」＇.，，.一

:1 nおよび (i

たは各大行政［王政府を通じて各企？とにおん I_, 

/1；の二どをだボして！ィ、たっすなjt九、

こで具体的汁lihiを作成して上祁［‘

月tでに政；内［；完で Ht，｛；，できるようにi弓ことごあ

二♂j,ilii11jは［1；！岱i二1ミのみにかかわるこコ’ --1-- I 甲
,C,J o I」 I ' 

計両が飛躍的に深まったことがその第に上〆） －亡，お上（J'ι行じっ命令を合んl-

第 2のl,1-は， 1956年にいたって中

同ははじめて府間経済のもつ基本的性格と問題点

Iの点である。社会主義ll~ ［I'.; ：日済 iiJ-lilq の名に似しな v 、。 195:! {hd 

pfiiも1りろli1¥,1・[1i(jとJト質的に呉なじなかったのでよう

λ 九
ノノ O ただ同年をはっきりとつかみとったことである。

の，H阿は， 1955年の高度成長を過大評価すること企河口段｜；情でitどうであ／》たf二九うか。こ
，
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したがって年度

jを半iごし‘た－ > －て：l業原料と消費財の不足をf｛来し

たの］＇） 57午計両は56年計画と本質的にらjじである

過大ff.投資を要求し，iこ工一、てヲイiで支校：；q;1]1tの確if＿（！）過

その11fiJ'ifとなる介？と資産山f多

れは一言に Lてし、えii',

f呈；二日かなじない。

.!'3.t Ui千［否定額の設定iこJ/rkc>'jJカル

（子J',L定簡の認定に.＇.q、L Citうi；’跡目の

fcfjlと諸問、

｛氏レ経済成丘が，~； f匝IT内容はltるかに消極的で，

zキミしか実上尼て、きなかったG

tLi，れたム

，
／
 仕」、r

i
先社会主義生産運引が大いに利用され三

第 l次 5カ年計画3. ~1L 

：お li欠5カ年計画はその第 3,fド周知lのように，の，；＇,t,1：に役fった。

少しくわしく公表された。Hたど， 1955年に完成，会 l次 5力年計西期の年度計：巧2. 

3月中国共産党；七回代表2 Jl草案完成，L，、；之；J,i
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}Cl;1：！年lO)Jに［ I.！家抗計局が，

そして 7月に全何人6 J1I玉ll先院ii量i位大主itlii品，,;¥・iiliif何Jji)!J:j五〉！両委良会がそれぞれ設立されて、

｜戸l全

I tJ人民代夫大会における李出存報告によると，［こ

の五ftTllj草案の編成工作はすでに1951年に始めら

民代京大会を通過して正式にできあがった。た。 195'.l 年に「比較的主どまった ~d [ill!Jがれ了成さ

された0 1951{1之の；¥I'jll!jもl();iス＂fの正式に7.1‘ 

ごの t,f~if.Cl) i[:ll[,f¥ [ill! 

［不全面，

計［1珂ど本質的に異ならなL、。

そのi；号し‘くたびか1m充または修正され、 1955;ll, )f瓦it相、11ラフ f；、ものであ lたらしLら

という年 :2J--J ,c.' ーはじめて編成を完了した」「そのうち不七両がト与をた欠不f?tl'.'1-tlで、i主（散，

c;、3日J
0 との計両には非ti：会主点」であった Eいう （，，川）。

品I-雨i作成がこのようにおくれたことの理山が間台七；／lごいる場義叩門；士T;r主上｛；；；；：れておらず，

「資源；；／，＇，J査が1，，］李記長報告によると，誌となる。(j＇で 1,;;J-岡実現のための監粁と具体的J昔院はなさ

統計資料も少なく，各種経済成分が並存欠乏 L'このi出j年刊誌ムplijiこ，_t• ） ご

店11,lijの大わ〈はできふがり，

よてだhてL、t,r_;'.,' ・' ;:_o 

われわれに長期計画を編成した経験がなく，

It！家の全体状況か
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L' 

建；立て工什ごの経験も寸分でなし、。

f山、えば， 1950年iこ抗米援朝戦争がはじまり，

11:J題山tifr(E1-iすごに

発見さ hた【Lみるヘきであろう。 1()[);, i干にうn1JC~

;/1.たflt＼占 jロi1,lijt：も斉』 l土1'6：＼～54年JS.:,;IWTiのもつ
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1953年7月にいたってやっと停戦が実現し， わが

聞の建設に対Lてソ連・c：援助すろ 156のて繋単位

の主な部分たる第2四分の91単｛if!.'・ 19531,f.ふろ )Jに

いたってやっと確定したJ。以上の説明は最も説得

酌で〉）り， f 山どれわ E iてみぐ仁三ト画を _J;＜ら

せるに十分の理由である。そしてこれは主な理由

を相主＠していろにちがし、ない。

灯、土のほi1；，外部の応部IJによ てつけかえんれ

る理由に次の 2点がある。

( 1 l計画機構どその人的構成に出オとするものであ

る。第1次6カ年計聞は最初高闘によって作成さ

れたの‘それ／小tず流れ、 i7くに官i'{i）二によるものが

ふたたび流れ，実現をみた李言がによるそれlt3 

度目の草案だという (/1'36）。

(2）大行政lえの存廃。門的年12)Jの「通知lによ

って中国は六つの大行政区（および内家自治区〕に

区分されたl・.,,, これれのた行政iく.itそれぞれ独自

の政権機関をもっ強力なものであった。それが

195ゴ午11月の［決定jに kって大行政区政府；土中

央人民会政府公代表する行政委員会にすぎt,:< ／；＿っ
た。そして1954年6月，ついにこれらは廃止され

る｛コ、たっ三 このことは，中i叫ん‘その照史じは

じめて，唯一の政府によって統治される真の統d

国家になった二とを示すη そのことは第1；火5カ

年ロ｜副iの作成t乙とって不↓1J戸欠の糸付与であった。高

尚，陛激石の追放はこのことに実質的な内容を与

えた。高［詰＼の追放HUー1，，：治的な！日nととして処理さ

れているが， かれらが経済的にも中国を分割しよ

うとしていたことはあきらかであらc ちなみに，

高闘は1949年7月，国際慣習を破って，京北人民

政府とソ連政府との聞に貿易協定を成立させてい

ちのである。

第 1次5カ年計画の内容をとりあげることは本

節の目的ではなL、が， ここでは次のことを指織し
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ておこう。すなわち， これは重工業の優先的発展

による想速な経済成長を畳間するものであった

が， 計画は満足な結＇ 1lをも〉て終わった。それは

社会主義の長期経済計画としては一つのサンフ。ル

）？なっf：。ただ，特に問題点をさがせば、原料 E

交通といういわば基礎的部門に対する投資と，農

－~に対す乙それが不足で， 以後の計画において修

JIど転換をせまられることとなった。 :1た現実の

推移との関係でみれば，社会主義改造が予期され

たもの上りもはるかに急速仁行たわれたラ どいろ

点があげられよう。

4. 第2次5カ年計画

1958年～1962年の生産と建設は第2次6カ年計

聞に沿って行なわれるべきはずであった。しかし，

f：干の生産［］標がだされたのみで，第2次5カ年

計画は作成されるにいたらなかったようである。

社会主義経済計画としての第2次5カ年計画とい

うものはその言葉のいかなる意味においても中国

には存在したかつだn

計画作！;X.に関係ある事実をあとづけてみよう。

(1) 1956年9月の中国共産党入金大会において，

'i'J左中央委民会が「第2次5カ年計画に関する建

議Jを提出した。これは］956年7月の中共中央委

で決定されたものである。 三の「建議jはきわめ

て－包括的Jれつ具体的！仁 もので， l,i]大会における劉

少苛報告と周思来報告は同計画に関する最も基本

i'(Jな文献左なった＇ ;1;,7・,o これはゴ4の工農業製品の

生産目標を明記していた。同年9月27日にこの建

議は同大会を通過した(I主38）。

(2）この建議は同年 12月tこ国務院へ送人れた。

「1957年2月に国務院は提案を了承し，国家計画

委員会i二対し， また？令部および芥級地方政府iこ対

し， できるだけ速かに第2次5カ年計画の草案を

作成する！ことを命じた。そしてそ－れをl"E！務院に挺
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点、にある。（tI経済建設がスピードアソゾ，＇－（ ;j L, ,fl・ 

ii可ぴJr11菜を次守にひきあげねばならなくな ＇） たこ

ど。 i2)1：二重i帳簿ヰステム jが採用され L第＼＇I邸宅三

人l（代交た会にtiL、て孔認させるよう

L 11ミ［公式；＿，｝JI二J3L、ぐ．に司f;JミLていた（，！ ¥'. ', 

十HI〆写

二のこう江了，.＇i宋 i_,,I司（／；Ji’Jしに促Li11三，： I／・ーといら己批

J
 i
 

i
 

＞~：内，＼＋ 1ilif ど JUrJiJ3 .l；び企業の社両との［lUiJ）斉合性

がたわれk。（3）汁jjjj(改訂の過程で，，：，＇t111央がみヂ

！！（｛），計11封／がヲ：：＇ソ L-・・cのようにふくれあがって，ヨミl↑！人民1I~去、大会に JY，、cIr tい：， J：でし: t fムL、。

0司、 i

il v、。

レノても ;i[·[Ilii(t~）ilえ 2' l,t; ' :1: 1り57(1：」ミ！ ~ ，，、J

それをll'H産公表するようになから Ii擦を，it,t:L,かもその11-!y，お 1；；こ S :; ,f;i十！日付＞＇／.［械がlり1；：，刀、にで

f 、十字”）。,_,, 111 :JI；八全大会で；｝：芯された指標は？？る；.＇.J：工

8 Jj(..::.& I'.6'.Jil'-J主計！而iρ‘：1，可，f.,1 )l iこ公布主jt, それ主でに t)J;('Jiさ干の作IL：ぺ必要と t;-, fこr'Iけてら

この計阿l士,fl --~ ;j lノたことは！可欠刊のどうりである。1J1 ,i-:::tそれにに '.t-JLC ~ぷを 11／~えるもじりがあり，

日以来fl;むという；析しい方ftによっ CWrix: さ ~'lた0, ! 

2’、一けしご正式にこ J三えたければfい〉大＇；，

とい ，・） ，＼ざ、iサ；でu11il¥Jli'ぬなものであった（沼vWi参照九::ii ;1「：ごと lt ; f' I iり；‘ }ll'.J8ij＇ゐ7J](:rt、141芋

そし Cこれはその執行結決が公表された最後の「中央ヨJ,o：工 '.'j＇；ゴリ；弓力午ぃ ;i-丙の11日1を（'led:.1つ

1i1Qとぶ－， fこUiiペ）。

I＇）（；（）年一 1主，；十.；l1ift公去さjしたiiHt：の，Jiiliiである。

二山，iJ-!ilq:.t大出jfu政策（／）一nとし〈作成さ;J1,・n、

·~- }l It JJl突の変化一ーヂれはほど Aノ＇：！

何flIJ向ぎゾ，l",e(,T士要求ずおーーに）；＼、つくこ τ

') ，；：，るが‘

首「：ゴ；）： 5りii,J1!i1i(j l,¥i,CI 1 !,,j 1..，、 1
L 、 .,, 

1, ;j ~＼.＇.後、 l ＂トニ it それがUi'k性乞尖 ＇） たことは
, 

主） /J,' -J),t '_clγ守れて L、三〉て悦i1iさ,j! ,1・こと，＂；よ；上 Lにこ

ん2,・ 1＇，，ん，・，ぐ，わる。レr アム
r川 ! , J ，－－.】

]'.}!ili¥'・l ）！のrjlJJ.:九中全会ii政車内転換をごうた（日Il 'JSCJ｛トパ ljにイi民『 11丸 n:r号、 i'/1',/tについど

このときノ：＂＇，i；正予p ごL、ィ：〉。> C 、、]%'.!ffγ， n 1：町！（う：？と友三，J)_ :':o ：力、Lj,;J 

内容は公表＂＇ ll内 H,fl目標を：悦告したというが，Til日ど；！川とにつ！、てそれをj土r&.L、ttrfi'1；う、時ifiI, , 

，／；ご＇ ¥,;J ;l二l'.2)1，党はその幹郊に「I企業70条j1，.点、とL、うこ土！とf仁〉三「SI~ ；＇）込？？一戸；‘ノ：） 1 て L 、もう

日体的f之内平手をモたえたものであった。 19臼年九

月三711i}）七iil人iモ代表大会における周恩来報 t1r

I f i il I'.;経済Jλ刈焦土，1;IT!! i}）川県題j1,1.1山はそれJ-d1l1

4夜化！？←tのでJりんご’ o

円以l{f ': (i'.2＞下の1：王；j寺活動がHf本（t'Jな，if・11l1jにも L

,5，、Ef二rtu,,itよこかどうかは））かり iこく 1，、。 1%'.2

年三～ 1Jj ＇｝）七回人民代長大会における ），＇よ巴来幸fl

;1;1t I l同日1c:.cηimi'.:経｛九；），＇；]'f~ Cf 1の iι.r(ffHち！と

こJl はさJフめどどし・cLじれる文献を向山（fiした。iYf '.! イド

'.'.[: :2 i大弓り11=;;

! Ill~なl·Wu 主主民主は

t,1::--ic:‘ 

(6, lliii() tf. :i Jj喝

の大R:lJ1tu1

阿（＇） iを3'f'Ul出光計rrnj草案を f1ご！｝史しつつあっ j:-_I 

手.11t的これは公夫さ，れなか，／：てが，どL、ら （，， 1,,,. 

にみてその上 λなれのができ 1勺；＇；：ソた，うも .t，うかは

少i;＜とも有豆諸六十円ではf，か pfて

1958年以後の計高

疑わし 1略、
-,. -.,.. 

1ご（／） ／「 n

5. 

l山内 i.＼：のイドIJ工汁nni：上，お 1i）：日りi],¥l-11fi[j鳴の；千

それ；士きわJわ亡111,..;g(L、う enre j！｛／日したと L、うが、1,;Jじスノ7イルのもの年度汁阿.1:'i: I王1，，］じか法で，

(lJぺものでふ.，たんけ戸）。 JC川九年7月にいたっ vて，

「第11cl J・ち1r;;Sお主び全国人民代表大会常務委日会が

I2ラ

ただ：七施過程においてそ

その主ペヂI1rhi士次の 3れは 11 ；王~'Q':1京どな－，た。

としてつくじれたじ .j.j'a 
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コ次 5カ年J卜1,lijの後 2午の部i主計j1t11J.5上び計1，甘i執

行情況に問する報＼Jif灯 fj存｝および19Gl年と Fl山

年の！Ei"J＇てJたむの報？？にト先念）を通［隠させたj とし、

ぐ， r, lo :c, Zのこと古道ム， 計iillH士事if承認の庁iをと

ったものとみられる。

] '.lfi:l～t百年は健全t仁；ド！主汁1111if＇.上〉て行なわれ

丘二とは確実である。：；r1if1iの内宮はすべてた公去

の主主にた ・J・c I；、るが， Yzl託の再！？？：とれiまって，

5'干の｜析片的な戸ータが入二予できること王なっ

たっ 1明日午の「計！日i［草案と！主！家予惇の初歩的段ど

I) J はすでご 1cJG4年末の全国人民代京大会に才jい

て；；・ii日月され／るまでにたった，；U9¥

19fiG午以後円年rit~：ト 1rf1T1士治 3 次 5 か年五h1l1jにも

とJ 九、て作＇ J立されたにちと，・：＼、ない。 そLてその計

[ilij i士十／こ亡く IJ カ〉げ.ii成 ~htことし、う〔 f

'.11 :1次ろと1年,jf-T1ii¥lt1%fi｛ドよりはじ玄ったとい

月九、日二耳u次日カ斗＇.；；七 1:1jがず主上｛｛{Eしなか－' 

たことを；与えろとき， これは引 1次 5カ年，J：同11の

れfiをH年間の7、ランクをJ，＼，、てて主±i;;Lた， 中｜エi

'.:;"; コの十｜会主iミ長期経i斉：；十［1fiiと上ぶことができよ

り。ただ， iJ11tii内定は庄干の浜本白＇JJパl十を除い亡

不日月一で点3る

〔：；m) 蛇，＇，， 't'r 1・ I・ j~ ;f: 1. J、之さよ；tr 11, i'"J s1亡吠！？ ¥,,1 

,n.] ,, !ft：け［）.Iけらリ’lL¥ ：；守 1)i.flf,fT.fil ; <: ご1948'1bγ そ

, 了;,r, ,,: il' c':: 0 1ドYr, I 111 iJ ~- i1: ，λI :. ・'., '・'・, 'i., 

f,,J 'I 8～ 9 IJ，三 ，J;! ル
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<_,: :¥1) A, ,:・1-1 1・,,JH似1(1: ,n 1 5 ピ，－ ,,j ,,i ,,,,, 1!1 (1’・＇ fl 

Ill', I; Iド.／，，＇ψ 社l, l＇）ふo;;IO}l 0 

(, 1 :t.l) I 'r ;j: l':'.r ! l'i < , r:• I. で！！ v:・ ., 「，：， •·. 十世，＇，

l叫:j（） 九 10

(, :to) I月 i1or;.[1/j;(1951 :I [•],I! '/'J,;/iど／Hi1J;'I、

>i:J. T ;'Ii＇い：1~U, 19::il f【：，＇

( t:1,1〕［ -;; ｝］ 克 11/.,i,r, f：トfι炉、J'・ J, f,, I 1¥ tr 1!'r J, 

l'lci:','i 4 fj c 

( U!'i) 「lJUI :c: ；，’七日J人［よ（に｝： ）：、人、こυ：？乙十 1¥
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ス将｛＇！ J, I" Al( 11 fl』， l955l7JJ 8 II。

〔iL:lβ〉 亡，，－p古文ワJ['1'1Jlff;i';li)f'1U, !IJ；ヲ：，＇；）万， n/{f11 

λ7，，.。

(,':17) 「人：C11 ifU 1956'1 9「11711η

( ! ：；再〉『人 J•:. 11 l'J.1, 195βii 9 11291 lη 

((':19下 [r,.l1iT・itf/,'ili, 1957'1''.l IJ" 

(,: 40) 「全i1IT,;s八全よ、九にJ;iうる字f;;;-r;c fえれ今＼

r人1,:! ！日i』， 19;,7'1-]2)! 8 lie 

(, i 11) 『,11'"1主主i/rム 1%fi;I 10）！ ι1if1 ~\lC; Ii[[, J tぺ命

党。

(;'142）『，:If1l'd, 19"持，18 JJ 。

(;'4:1）「 2!ii! 2 次ノ「 r，，人 1 ，~ ft J川、；，にわけ ζ3苧 1:¥
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l. 平衡哀

'l＇いJの経済己l・11!iiの第 1の特徴はそれが物品11百十[iii[

であり， 資命的計；rtjまたは価値的社ut！］がそれに斉

f「Jるl[；でつく JバLると U、うことである。形式上

ft官会IY1,H11niはレわば補助i'tJtc意味でつくじれる

ふ， そ，J）はたす役＇，！； 1jf立大きし、。それ故に、 f[kj民

収入j；二；3けるじピミ正貯苔のiヒニキミ；ょ事f(ijにきめら

れ，生た消費U-Hil;i格it安定的となる。

11·'1 司の経済，：＼＂ 11~1 の第 2 の特徴はそれが！平衡法 i

仁上十て作成され， 計画は多数の「平衡表jより

tiることである。 各平衡去によって示される部分

的需給パランスは多数の平衡表の体系によ d 》て 1)
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必要，；＼介、らはじ主る各陣労自主）J{J同会，ilHlifがあ f)'，（手；J干の？千台陀を｛来志！ふ－－ ＇しとたる。乙J ケ主jt、

これをもとに！日！JとL〆ど 0-/HlF1Jの；t}'id': ,j 1i1l1jがあるの可戸内1idミ；ご上 〉て（'Iゴ！＆きオ1る：J-i!IIJii,Jォ、然出jに01'.＼主主了

して労（動力の r-1tW1J配分jが行なわれる。今日J h司の七と Etc石 j工riIナ一々のノア＼..T三1》fι ＇）,, 

れにつし、て次の二つのttli!tを力11えておこう。

物1{1,ll-11i1iの中心は点要生産物のj)f;／］＇，高およびそ

の＇U｛全保i託するための平伶？友のffJ戊にほかなら

/r_い， Iごど支も 1~~ には， 195り年末にし、たっても，

h、くらかの最t芝、生産物の物資平衡去が作成され

始めたにすぎず，・ー’出家統計機関はまだ平衡表

の編成方訟を紘一的に研究することがむきないj

とし、う（／jλ1)。

ここーでi:l；こ以上i士銀'o/i犬；二上る分阪であるが，予防去のfド，￥：f土日可能性ど正確さをきどJ；げl仁

1町1t王をくり元通；之十三とに上って伶々にf1τ：＆：＼ j1

そしりιでi-l:上 lljjf:λ ／ }j ;:1;、／三、I,I日J
1戸、、ー， Jι －
J ’＂＇ ct'γ 

之， i'，~人司王 ii', えが巾｜｜にL＼、て ifi!ll ,': .I 1 Ii仁Jんた＼，

1.、九三どをノi-:I i~z1宍： E 全だ ic L、。

If二円＼： .~.it~ ｛干 f毛干持1-11<i士L、7,',、んのHUri二て F》

二こで門主Lて分rn：寸『，：，二どが可能で占〉る。

明1ミ！三上るそれをかんだんに祁介［上うバ1，－.：，，。か

hit f千rmヤ－＇if:f1{i¥':，「物白平隣友 l，「w除、下旬支：，

L~1立平後rlぷこっし、亡の／.l.1i~／［天の説明はよ;1：；こ，子 IirtrIT のど「ヴJill~J] 'lえ（｛1.;;[I ：三 '.1 5｝千百寸むつ

おりで士、る c 「財政面十両jカ易jL i土lj包J,r;i'r1で，:i）る。すなわん，

を次の t九｛にわける。（1)f千生腹部門の財務収支，J・！：／；ては右》る一一ごhitふるJ生( 1）物吋平行；；ぇ

(3! Lrg ~：；：銀行信貸託匝11.fU現金，n-plii, :2J I' l家じ持、どft',t；，のw門生円r判EJ'.'f?j形式でふムわじた

以上である。資金11111, (,1) Lil民総什［l),止女収支，J-11tii,,1-w、給与了それぞ十f[_j）ち、~lJl:I悶（手、で ）·， 乙。

,,j-u!Jiにっし、ては後述する ξころでふる。れその）.j:j,;fjljに手1]'-J'.'Lて両ffのft｝卜が十字し＜ tよる

物資分配計Im2_ ？干H(工うにしたベご子ンス・ Lートの A ぼである q

中IFIU）物資分配，H-Jrlliが実際iこどの上三、二一ごit、寸＼二て物＇； 'f,不得；えをfT]い守て；1f物のメr-.il'C,,l-1rniには，

うにfi力、A,,ht~ β、企 1非ぞ：〉 ηるυ 中央l汁；而［で；tm更々：！者物についての入行な行

:7:上会物資資源分限平i負Jf2Jに

も1-:-:, ＼－、て行なわれる； I・資源jを係成するものは

期初一ζ トック， It!内生；色輸入であり，「分配j を

fi¥'!rA: t-i;iものは社会小完HfiM，供給11Hfl~量，工業用，

戸内1i'1分配；i十i1li1/l:
人
川
合
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而
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七！と1にどのよう ！q）γ存を伴うかということを簡単

それは各磁のJ十111可

三回十之〉点，1)I .t. fyr; Iモ貨幣ll'Z支'l'-fifi7H, Iii家了り

J］家m行貸付；;i]i町、 tこ .ff~IIJj 十ることは存おで六、い。[F）京；1ddl¥i(fl：：日fl可財ri;，；卜（iiiラ
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u’レ，，ド C,)o 

主－.fIfてな＼Hの分i松方法か t，みよう。 lりらお年には

J下がntr.lyれ合主ではそれit以下のよう hもので

Wlてfi1i守JI互主夫it，］、）（！i＼＇.託

この1liii；をパ＇；ンスさ品流jffijljmiグ）,il冊［府貝で、

て〔'T）うτハ計fififである F

・r.荒企業によって生産主わノた生産財；／；：》〆 I！ツ／山｝。

川家 nt以，，・,[) pq つのいi

II可；土平衡支円形式によって編成L允 l/.j政体系各誌

h/iの；；｜｜刊であろっ

せることが必要でふるn

第 1／土tiヨ民経

第2fi:国営商業部門に
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fl :i 係のか法によってうよ西己される。

i九九両に上る分配であり，「資源j の ~UJ 三 L ては人 11 杭13）労働力、f#'ri去
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っく乙上で・つの歴史的役割をはたしたとし、えよ上る販 r芯（－fひきう；？とそうでないものぷあ刀）で

それただ第1次5カ年計画期末にいたって，つ。そ第3は生産企業自身による販：光である。あり，

変化iこ応じきれないがあ士りに硬市：的であ r 》て，計画分巾によるものはその，＇：，.＇， fjの重J要度のうち，

計問自体

のもつ欠点主たは生産の予期せぬ不，u,i.1などによっ

て供給が需要に応じきれないことによって発生し

た。

それは主に，ことがあきらかとなった。第 lは国家統一分配物

第2［ま各 r.業生i手の

主管部rllJiこよマペ分艶されるi'11¥'f（部閉う7資と上九二j

'if （統ril.'.t~j資としゃ）であり，

によって 3組にわかれるc

第3は省，市によって百十両分配される物であり，

セメントのような重1%()4－にまず鉄鋼，木材，官である。

「自帯糧

票J！汁前や：VJ物易物jの現象さえ発生し（／16(1), 

このとき，要生産財の不足が顕現した。

の数は 117であす〉た。そして，

集中され， 中央の少数分配部門と国家経済委員会

余益三によると， 1958年当時，統配と1¥1¥管物資

この両者は1じJ;liこ

計困システム自

体のq1にその［はどめj として働くものがなかっ

tc。

消時tHについては内山市J誌の開放があり，主た，

195fi年9月の陳雲報告にみられるような「濯購J

制度内除用が汚慮されたりした。

計両全体が危機にさらされたが，

同時にその惚維な生;ir供

給販売の関係が具体的にとりさめられるという

によっご平衡分配さj'., 

イiii渇）。

およそ究員行為を伴うもの生産財にかぎらず，

以上のことは 1958年の改革に結びついていくの

それは第V節にゆずる。

こ；Jti土

：？：のよ弓なも c')であるrn,-,1＞。ま｛ドその也J舌範開は，

(1）生産部門かその生産物を院接消費者に売る場

は「商品流転”l今回」にιって行人：わj1一心。

であるが，

画計金
d令ブ

民3. 行，（2）生産部flljポその生産物を商業！？をiえに売る場

資金計画が；最も重要な意味をもつのは資本蓄積合，（3）商業卸売部門が商品を互いに転売する場合

それは主に国

重工業部門家予算収支項目の中に含まれているo

が生みだす貨幣資金はそれ自身の需要をまかなう

の資金ffJメカニズムとしてである。および商業批発〔卸売ト；＇rl＼門がrffl，：，むを1)v)c_機十！？ょに売

る場合，る場合，（4）商業機構が商品を消費者に

「｜羽品流転J十画Jはその流通の性質であるi,I ・,8）。

にしたがって， そこで財政部門が財政計闘を通ことができない。「零飴商と「批発商品流転計画J

,11111流転，fti煽」とにわかれる。 じて， lf花工業？ 農業生子治主生みだした貨幣資会を重

工業部門に再分配するわけである。1958 ifの改革以前においては商業庁間lの作成と

長行は主に商品別の かっ中央のコントロドノレを経済ω能率を保ち，「専業公司」に土って行なわ

強化すおために資金計両がi若いられあ。 1958年以;j（た。それが I＇心8年VI後変化をみせる ）.＇けである

それらについては第V節において説明する。 「統収統前におし、てはそれは「満収満支」またはヵ＇，

企業が生産を維持するたぷJという形をとったり以上のベてきたところ（ま物資分配計1rHiの形態で

「専款

これf11，、わE草剤 iの源開にてらして支出される。

ば「元による統制」である。 1958年の改革によって

めに（謀本建；没部門も［，，］じ〕必要な資金は，それが運営の過程において成功的であっ

以 I.：のような物資分間

あるが，

にかどうがが問題である。

資金面からするコ若干の制度上の相違はあるが，

方式は計画の型としては中央コントローノレのisr型
これは析しい経済制度をに入るものであろうか，

128 
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ン卜ロ‘白白白白白白

') 1.ef(にfl守i羽によ）て大き L、差が♂｝る［第＼＇］節参 nm。

消費財価格を安定させる上で「居民貨幣収支実」

のもつ瓦味は大きし、0 4二れは小売商品流通計簡を

作成すらさいの市要な近只となるとし、うっ とれば

物価を安定させるという前提にたって， しかもで

きるだけ 1消費行主権を認め上うと U、ろ姿勢であ

る。ただ，それは次のような理由によって重要な

制岐を行ける。 iij消費情造が単純で，しかも非弾

力的な生活必需品が圧倒的なウェイトを占める。

:2: 1人当たりm・持水準の伸び三容をでさるだけ低い

水準にとどめざるをえない。（3）盤要消費財のいく

つかが供打力の絶対的低位の敢に配おft:]!；＇；しかれ

ており、 その範問内については消費財の代替の余

地はなν。（4）大部分の消費財価格は事前にきめら

れfこ「俊足価l削であち。以上であるに

高い資本蓄積率と物価の安定といういわばこ律

背反的lhH的を同時にi土成することはラ後進行jの

経済発展においては特に実現困難な課題であり，

Lかも壬れはギヒ命令となるのであるが， 中11出t

若干の例外的事館、を除いて〔第U節参照〕ほぼ完全

な形でi主「＆しfニコ これはその強力な託金計画に負

うところが大きい。

4. 中央計画と地方計画

中国には「権限の下放」という言葉がある。 加

れは二つの意味に使われる。一つは中央政府から

j世か政府I二対十る権限の委譲をさし， ｛！りま経済学

におけるいわゆる「分権化」をさす。前者は単な

るit十画子池上ell！吋題にすぎず， 中央集権的計W1i/J>

分権化計聞かという問題とはかかわりない。 しか

1中国においては計画ンステムにおHる重要な研

究課題の一つである。そして実際の過程，特に大

日進にJ3＇，、てそれは重要 f注意味をもった。

すでに指摘したように， 1958年以前においては

地方計聞は中央各部所属企業を含まなかった。そ

れは， 「農業，地方工業，手工業，地方運輸，商

業ヲ地方文化教育衛生，都1li会用事業および地方

首理にj鴻する基本建設および労働賃金等の計闘を

合むJという (iJi;J）。

工業のみをとれば，地方工業（主に地方国営，合

「！？土,r,;,ll営〕の生産高が全国工業総生産高におい

て占める比率は， 1952年約60%Cl1';2), 1954年目%

印刷， 1957年約；；6%((!1;.1）であったと L、う。そして

第 1次5カ年計闘では工業投資の 92.9%が中央工

業へ， 7.1%が池方工業lこ向かう予定であ）た。

ただ，経済にとって基幹的な苦味をもっ工業生産

物および企業はすべて中央国営によって占められ

ていた故に，地方工業のもつウェイトは以上の数

字が示すものよりはるかに小さい。 1957年末にお

ける中央所属企業の地方移管，および 1959年度計

両における「櫨線制」の採用によって地方計聞の

もつ意味は一変した。

5. 直接計聞と間接計画

すでにのべたよう仁，社会主義経済A画はたん

なる予測ではなくて，計画遂行のための命令と強

制を台むものである。ただでれは経済生活の全局

面にわたる「直接計四jを意味するものではたく，

主要な部分，すなわち国民経済の発展にとって決

定的大立義を有する部分に対してのみ行なうもの

である。事実上，それによって経済の計間的発展と

経済の斉合性を実現することは可能である。 ここ

において「間接計画」が存在することになる。 こ

の「間接計画jの程度と内容は，社会主義経済計

闘のモデルをきめる重要なー要因である（注65）。こ

の問題を真王国からとりあげたものに石JII説教授

の著作がある（注哨。それは国営企業の生産計画に

ついてとりくんでおり，最もすぐれた成果を残し

ている。ここでは，問題の範囲をひろげて，国営

129 
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企業以外の部門のもつ問題に主i寸【る中間のとりく

み方， および「間接計開」の範囲について事実を

フォローする。

このr,¥J哩は中日においてはし、Joゆる「価値出律

論争Jのなかでとりあげられてきたものである。

i;：暮橋もそのような論旨の中で，経済管理方法？を

次の 3種にわける（口67）。

(1）国家汁岡仁よって直接管理デるもの。国家1i十

闘が， 各経済部門および各基層企業の各種重要堅生

比一物の生産数5、品質およびillJi調達数量， ，v1,Ji主

価格を直接規定する。これら製品の生産および調

達量は直接国家によってよ見定されるので，価fa'.i.i.去

則は調節作用を発揮せず， それは経済被算の道具

として利用されるにすぎない。

(2）国家；まl庄は生産計［I可を規定せず， 111営商一芝浦

門が市場の需要にしたがって調節を加えるもの。

商業部flfj(t加仁、 注文，統一購入， i妥結等のか法

を通じ， 同時にまた適当に価格政策を通じて生産

とll反売の故量そご列節すユ〉。この場合， fali値正l¥lJ(l

悶家に利用されて A 定範囲内におし、て作用を発幹事

していら •C> これは合作社および弘営{iでだが生バごす一

る各種費型産品について採用されている。 また国

百およ r.，：去私止区企業が生産ずる大；｝li分の ii'l淀

川， おhび計四ji士入らない少数の生産財もこれに

入る。

13）生産者のlHt.lにまかせるもび〉。 i寸宗はその生

産にも販売にもタッチしない。 この繍の経済活動

;c主にfii;j(i直法！11］によって自動的に調節される。！主~

家はわずかに必要な時にのみ価格政策を通じて一

定の影記念与える。これほ社会主義の悦済管理に

おいてはきわめて小さい地位しか占めず，現地で

主産， 版売される少数の農副主およひ子工業の生

産物に対してのみ採用される方法である。

以上；土｜主暮怖による分類であるが， 1,,J論文は日
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日j雑貨の生産計爾をた九いって説明する。それに

よると日用雑貨は少数のものが国家計画品目に入

らが， 戸般には注文に上り :'tilr'ーする。最大の注文

？；ーは国古商業部門である。ぞしてその注文計簡は

ととに市場の需要にもとづく。市場需要の調節は生

政計むIiiによらっ.J'，主に価格政策による。工主企業

はこのほか，ある程度「選購， 自鮪Jが認められ

ており，しかもその価格は特に重要なものを除き，

商業部門や工業部門が「みずから相談して決定す

るj ことができる。このほか、農業生産計ji!ITft農

業生浅合作社に対する指令ではなく，参考性の指

偲iこす－ ＼＇なヤゎ もっとも「散防計画jほ指令性で

ある。

l在核計商とi間接計[ill＼の境界，すなわち企業の自

由裁緊権の範！況を明確にする三とは特易なととで

はなL、。 ここではそれにかかわる若干の数憶をり二

えることができる。

まず， 国家が計闘の産品目録に付せた品目数は

以下のごとくであるο1%0年何 W'fo), 1953年 l95

印刷， 1955年 498Ci.t69〕， 1956年402＜印刷， 1957年

729印刷：＇， 1958年以後減少（／！71リワまた常1,k日カ

年計I聞に規定された品目数は 46種であり， 1959年

；こ中 iとが掌握 L ている民話iJJ~l品；ま20 稀たらず，省

級が学撞するもの 40～50種，中央が禦握する日用

L業品it約40同：，省級で掌t1,;-J→るもの拘 100極と

L、う （/t71) ノ。

以ヒのほか，重要生産物に対する統一購入，統

ー販，芯の制度は，この問題lこかかわる。 この制度

は，綿糸については19日年1月より，食糧は 1953

午11はより，綿花と綿布は 1();'i,1年9月より，それ

ぞれ実施された。これは国営専業公司以外に売る

ことを許さないことをもってその主な内容とす

る。

企業医類別にみる比重は次表のごとくである。
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（出所〕 『偉大な10年』

6. 価格の決定

価格決定のメ力三ズムは、一面において、前J妄で

のへた「直接，i十l可lか「間接計岡」かという問題

にff：，特する。他方ぞれは， m本蓄鴇Eたい資源配

分計酬の重要な一司i干iiである。価格が1h場メカユズ

ムiこ」って＇＝＇ tるところでι，資源fj己分Hfini絡に

よって調節される。中［！＜Jでは価格の大部分は政府

(,',/, 11 Tr主要l之によ tJ111jとで：'; 1.るもじ川、ら地 ｝JUs商業

機構によるものなどであり）によって決定される。

そしくそれはきわめ？硬直的ほものでありに3 本

項では中国における価格の役割およびそれに関す

る中i」l入学占の研究を紹介する。

中間の商品価格（γ場渡し価俗）はコストプラス利

潤，： -::_) I＿に税 i｝~ _fJIJわ斗 1 という ！~で持出される。こ

こ仁L、うコストお上び利潤；t個}jlj{i':慢のそれでは

なくて，各廃業部門の加重平均のそれである (rl:72）。

コスト J土ある m度ヰ、では人r,uの努）JU ） ~~f,f ごある

とはいえ， それは価格決定にさいしてはすでに所

与σ川、のとし二存泊jる。 ！之が〉（価桃山決定

土税を含めた利潤をどのようにして算出するかと

ρ うことにかがわる。それい溶体として位資率、iこ

直結する。

l'ViO～63年に中iT'.iでは「平I］潤率J(IJ決定をめぐ

って論争があった。その中で論者の主張は一つに

分れた。ーは「コスト利潤率」を主張し，他は

「資企利；問守s.Jを主張した。 これLt次のような事

実を官民！てしている。すなわち， 大型企業は多額

の資本を占有するが，単位生産物の低コストを実

現 L. 小川l_i企業にその逆である，ということであ

る。コスト利潤率は，企業におけるコスト引下げ

の努々を評1iliiするための jルクマールとして利用

しやすし したがって労働者の積極性を刺激する

上で有利守主〉る。資金利潤字はr'i{:fフォンドの効

果測定のために便利である。いうまでもなく，経

済！日W:iの作成， あるいは資源担分の指針としては

後者がすぐれているc それはコストの中に資本利

子にあたるものが含まれていなU、ことによるので

あろC/1:7:l）。中国におL、て現実に諜出されどいる七

のはコスト利潤率である。

どころで、前項においζ のべたように，中国の

経済計附はその中に相当広範閤な「間接計開」を

含んでい心。そことは，計riTilを実現させるために，

価格が利用される。つまり，生産全体は価格の高

低に上っご 1・1己のも%：＼＇hi！と数早：ti:.決定するので

ある。 これは前項の梓暮橋による計画3分類の第

2とtfl3の項において発生する。

19忌7年お上び'1%1～63年比中日では「｛1t!i値法則

論争」とよばれる一連の研究がなされた他74）。こ

れはれ会主義経済における価値法fli］の意j主と役：,i,,J

如何という形で行なわれた。経済計聞との関係に

おいてそとで持ら.hF乞結論は主に次のようなもの

であった。すなわち，社会主義においても価値法

則は存在する。 E主比百十ffll］の領域においてはそれ社

作用をはたさず， ただ経済計算の道具となるのみ

である。手l01il企画部分においてはそれは作｝誌をはた

すのであるが，社会主義においてはそれを中央の

意ぷによぺて利用することができる。それが経抗

の盲目性を招来するととはたい。すなわち価格は

13 I 
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自動的にきまるのではない。以上である。

以上のほか，消費財価格においてはそれを操作

することによって需要量を調節することが許され

るべきであるとし， また実際に行なわれたという

〈注75)

工場開引渡し価格は 1953年にはじまり，大体に

おいて 1957年まで不変であった。それは国営企業

外，すなわち一種の市場価格にくらべて低く，二

重価格システムをとった。またコスト利潤率から

みて生産財価格は消費財価格にくらべて安く， そ

れ故に上納利潤， したがって蓄積の源泉のより大

きい部分は消費財産業部門にあった。

7. 国民経済計画における霊聾数字の算出方法

経済計画の作成は，党中央から与えられた計画

年度における「政治経済的任務」と国家統計局か

ら提出された統計データをもとにしていくつかの

「統制数字Jを選定することから始まる。 ところ

が， この統制数字が算出される方法，およびその

中で特に重要視されるものは何かということにつ

いてはほとんど明らかにされていない。ただ才若干

の事実を指摘することができる。

経済計画において最初に決定されるべきものは

投資率であるとするものがある。これは価格で表

現された総生産高と国民所得の貯蓄と投資への分

割を意味する他76）。その他の一切の部分計画およ

び部門計画はこれをめぐって作成されるべきであ

るとする。これは「物財バランスj計画に先行す

る「価値計画」が存在することを意味する。

他方，重要工業生産物の生産量の算出からはじ

めるべしとするものがある位77）。そしてそれが貨

幣で表現された総生産額指標の基礎となるとい

う。

事実にてらしてみるとき，第1次5カ年計商期

および1961年以後においては前者の主張により近
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く，回復期および大羅進期においては後者に棋た

手続をふんだものと思われる。

いずれが先であるにせよ，投資率の算出方法お

よび主要生産物の統制数字のそれを正確にいうこ

とはできない。ただそれについて外部で推測を試

みた例がある。 Yuan-IiWuによるものであって

ここではそれを紹介する惜別。

まず考自重される条件は次のごとくである。（1）い

くつかの基礎的消費財に対する国民の最低の要

求，（2）工業における最高可能生産量，（3）ある種の

製品の最高可能生産量，（4）投資計閣においてネッ

クを生じさせないための必要原材料，（5）いくつか

の中間財の生産に必要な投入需要，（6）防衛その他

の非経済的要因，以上である。そして各財の生産

高指標は次の順序で導きだされる。（1）最終製品の

目標に一定の投入系数を乗じて中間財のそれを算

出，（2）消費の最低水準をみたすことが絶対に必要

ないくつかの最終消費財一一食撞，綿布などー←

は，人口数より必要量がわかる，（3）石油，化学肥

料，いくつかの工作機械のごとき，慢性的に不足し

ているいくつかの最終製品および中間財は，既存

設備をフル操業することによって得られる生産水

準を経常生産目標とする，（4）建設項目lこ用いられ

るべき財の国内生産は投資項目に依存するが，外

国貿易によって変化する，（5）園内生産によって輸

入品の代替が行ないえない場合は，それに関連す

る生産はその品目の輸入量によりきまる，（6）集団

的消費一一病院，学校，厚生地設ーーは政治的考

患により決定される。個別的建設項目の多くや新

製品のパイ口ット・プラントもこれにしたがう，

(7）以上のような方法によってある生産目標が算出

されるが， その他の要素を見込んでそれより若干

高めに出す，（8）過不足にてらして前期計画を修正

する。
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（注66) 石川滋，前掲書。

(il:67) 砕 f{橋「持論計刷経済与価値規律」，『計画

経済』， 1957年2刀。

C/t.68) 石川滋， li1J掲露。

（！主（己主） 錫＊傑「；IF:，定計[illj方法的根拠／Uii;t員IL, n十

悶経済』， 1955年9月。

〈注70) 顧［；t新「 j年来工業建設j十周（I'）発展j, in十

幽与統nu,1959年131手。

(it71) 李成瑞，湯 ｛c旭 1 ））、泥地主行台~，J1Jj!H支 j, If新

書室半flflJJ], 1959年6・＼｝。

Otn) だI，一「問於工向fljj詞之争与｝行場管:fiil問題

的研究J，『経済研究J], 1956年5月。

(/Jc7:1) l))S.償年以Jとし、う概ふがある。これは，建

設コスト義が経首コスト差によって帳消しになるのに

必要だ＇ t1裂をうすもので，発電にむける点火の波状の

基準をめぐって行なわれるものである。拙文「中i同の

,le力J.::¥U, ;r1JII滋制『中！Fi（王済の長:Jt)J!展望』， アジア

経済研兜J汚，昭和39f/冴収重量照。

(d:74) 山内‘男「；十四泊理と価値法則J，右川滋

郊 f<Hii1経む干の長W!IJ｛望illJJ，ア ιァ経済研究所，昭和

42年所収参照。

（注目） 必芯一， TliJ掲論交。

(i176) 楊墜L'.1「国民収入的基本概念和国民収入計

l''•JtJ れ！ IIJ, J',,i酒経川J], 1955'4'-1 )J。
(il77) 応紀子L，宗時，前掲論文。

く11.71り Yuan-Iiはu,The Econοmy oj Conzmu-

nist China: An Introduction, New York, 1965. 

づ〈。。この kうな子続をふむものかどうかはわ/Joらな

推測としてじ常識がJI；~つ説得的であるc す

でにのべたように，平衡表作成の過程は，（1）需要

i.21 供給1,J能＿:;._i;~t算，（3）そのギャフプ

のく：jかえしなのである。

v、心..，

のつみあIf,

企業の計画と管理

企業の生産活動が，経済計画の

IV 

本節の課題は，

作成と実行の過程においてどのように計画の中に

あきらかにすることにあくみこまれているかを，

企業は一方において経済計画の末端機構であ

他方においてそれは生産の主体であれ経

る。

家い↑

経

企業が国家の経済計幽A と結子段であるとし、える。

びっくのは「指標」というものによってであるが，

るが，

済戸十画に対立ナるものである。

の経済活動はこれら企業の活動の集計であり，

済計画はそれを望ましい方向にコントローノレする

133 

というよ担

（注52) たとえば馬紀孔，宗時「工業生産計ii'fii」で

け， 戸｜衡手；i編成うれた.，，初，：：とんし子ベご 7 ン

パランスであり，かつ一般にはみな需要が資源より大

Jい」 l いう ： （『百I[,Ii経済；1, 1955:1 5 JI ）、 これ：士五十

闘技術の問題ではなく，平衡哀のもつ性併に由米する

九のイコろう。

（注53) 鈎現夫「緋！Ii¥':国民経済計図的ブ7法I，『日l・ff!1i

i/:ilf』， 19551 :1月。

（注54) i? 吹「関が編成i1j民経尚子接j／＇問題 I,If統

日｜工作通訳』， 19561!20号。

（注日） 弓、ヲf新；；＼：於我； i:生産なうけ分II：＇づJ；式WI霊i的

商権」，『lll図版済』， 1957年8刀。

（注ι1j) 長【・，，，＝：「7士々物日分配体制i的－＇＜ f.J, LH由1

経済』， 19581¥lOrl。

（注目j l託、し方 i山l業計山表格J，『計flqf壬済.J,1957 

4ド2JJ 0 

（注:'iK) こフに合：れな Ll ものに，（1門ーピヘ乃み

提供し，貨幣授受はあるが商品交換のないもの， （2)j'i.;

lにu,. ）なし人1資彩f、（税 t,：＿等）， 3）農l＜，掲の物々 交

換，（4）凶家が凶P，・公弘合営企業へ統一的に分配する

とl の， ～あ死。

（注59) たとえば叩の工場が乙の正場へ向日品やJド悦j

r＼＇，型設 ii/1を注文 L"製造し「もらソとき，乙IJ,i十iにそ

の原料を白分で調述してもソてく乙ょう要求すろこと

）ある。

（注ω） 「j111'一民「il'j耳元 1956年F除資供之、工、ff'1 I 11方教

訓IJ,『員十回経l1r』， 1957年 2Jj。

（注目l) ドノ＇t 11J; _,j；地元計画是丈現主主 1）第ーかi五年

計画的重要 A 球」，『計画経済』， 1955i!'-10月。

(i:l:liコ） 闘；＇，：， l≪J I論文。

u上63) 『人民 LJ報』， 1955年3月2日。

（注刈） 桝； }c，自iJti 論文•；

〔注65) ,:i u泌がより「脳機的」であればあるはどよ

川社ζ 了i義 (i'J十あξlいうわけて：なLιC 中L自c-'ノ例を

みても，権限の f放をとなえるものは「大躍進派」ま

fは「 ，r命iF」であヮて，より rigidな，，；硲は之rしろ

「修正主義グループ」によって推進されたと考fられ

をちめる作業，
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ここでは企業自体の管理機構を含めて総合的にと

らえる。

1. 企選管理機構

1PUHこ nける企一定の百二j皇機1~·；は ［生＋:I豆長~；ifJ:iJ'

制」 lこもとづく 「‘長il~L に j、つで特1Xtづけられ

ている。その運営方法は時期によってお干良な J

ていたが， 制度のもつ本質的な突ぷは炎化しなか

った。

ニヴ市I］）主のいかなるものかについてじ石川滋教

授の｜由明以説iVJがhるの？， ここにそれを紹介す

る（白川）。

生産区域管粗制とは墜するに企業全体の責任は

企業長〈総経fill）が負い，そのドのム場の責if:はj蔽

長か久v· ， その下め古！I門の寅｛工占はi([,i~主任が f~＼＂，

以i二ノ十二端、I） 「生産ノi、低j （＇）責任は組長ぷ負う〈二 h、

うように3 企立を1;1;成 Jる各：riの生産lえ域が必ず

一人の寅仕者によって，指導されてし・る制度でめ

る。これに対する補助的な仕糾みとして， t主術Jf j 

今

j幕lιかんナる限りで技自市i之をU」d とすζ与 ｛技官l;hミ

i圭臨J~芝J ／ムどし；）職iI己機構しう貧{1制

度とよ、I立白＇.jなi!JIJ度』L職自色管理；＼；：Jでhる。

企業の管理機情の大ワクは以仁の説明につきる

のであるが，実際にはそれに変化を与える補助的

機講があッた。第 lは弘中米の方針をJJ_体｛じナる

ためにつ：られた企業内党組初であり， 第2（立労

働－，＼c＇）生皮意欲をふる U、fこたせ， li,J時tこ労働首に

よる管理に道なひらくためにつくれれた｜労働省

職民代表大会」などの組織であった。第 l0）点に

ついては，すでに第1節でのべたところであるの

で，ここでは泌2の点につU、c少しく ,L，しく，dl,

る。

;vJJ引のJlj営企業t土主仁川官if.（資本， Ill帝問主蒜

資本β新政権に接収されて生まれたものであっ

た。接収は解放軍の代表によってなされたが，既
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作制度の改革と民主的管理を実現するためによ二つ

の組織がつくられた。それは工場管理委員会と労

働者11！＇＆員代表会議で、ある「 1!80)0

工明智子j1委員会は A 種の集団管JJrr制をあらj》す

lM！主である〉仁場長を議長とし、委員は間数の管

理者側代表（工場長桁命， 上級機関承認）と労働者‘側

代表（労働組合が選出）によって構成される。一これ

は計]Ii）！の作成と管理について！よL、権限をもっO 委

[ ＼会でなされた決定を工助長がその管理機構を通

ピて’＇:i！植する。 工場長は委員会の決定を拒否する

権限をもつが， みずから決定を下すことはできな

い。 この制度は形式上は資本主義企業の盤役会議

に似Cいるが，実質的には工場の管理機構が未成

}1＼の段階における一位の過渡的視識Pあマ pた，， し

れも二れは「無人負首」の現象を改善する力土は

なりえなかった。

労働者職員代表会議は工場管理委員会を管理す

る組織であるといえよう。それは工場の生産活動

における決定住をもたないが，工場管理J委員会に

対して建議，批十！J, 点検を行なうことができる。

三の組織は労働組合土密許していた。

以上の組織は初期には積極的な役割をはたした

が195:l年以後企業管理組織がしだいに整備され，

計画［内管J11lに宮古した責任体制が強化されるにし

たがってしだU、に機能を失っていった。 というよ

りもむしろ， とのような組織の中で再生産されつ

つある「無人負資」現象は， これらの組織の精神

とはむしろ対立的な措置によって克服される必要

があった。

19；，＇.＼年i二v、た J J て「生産区li,12管 fill.おl]Jまたは

i一長市ilJの採用がよびかけられた。 これは1£［工

業部門かr，はじまったが， しだいに全産業部門に

浸透していった。 これの内容はすでにのべたとお

りである。 これは責任体制としてはすくれたもの
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1961年以後，企業管理体制の再建が行なわれ，

一長ijii］が極端な程度にまでおL進められたじ－Jj,

それを強化する努

とのjた本￥，；；i'告は況｛EにL、えるもI王将主主

在さヤjる。

ただ，この制度がその文字通りに行なわれると，

-〕＜..，であ

労働者職員代表大会は存続し，

)Jがはされたが， あまり効果的ではなかったよう

である。

がよび＇）j

働者山下i,J》のも ＇，） あがりが i;}k収万九なνとL、う

欠点があらJ,れる。 1956年9月の中共八企大会は

技術的考慮ぷ党山ノti主｜に優先す一る心と，

文化大革命の過程において資任体制に若干の変

時には既存の制度をくつがえすかに

しかし現在までのところ「生

イヒがみられ，

みえた時もあった。

「＇）j働

者職｛；1代交）ぐ会Iv・＞制！立を採rfJすろことをさめ／三 υ

労働者職員代表大会はもとの工場管理委員会と

「先二£員土寺山1i誇卜における~·Jd右I］」および

「一長制」をその本質

的な面においておびやかすような兆候はみあたら

なヤ。

産lえ域管理制」にもとづく

その内谷労働者職員代交云議を秘合するもので，

t土J:}lごのと：sりであった（注81)0 

企業が経済計画にリンクされる方法

表閣の聞いに対する解答は，「経済核算制」と「指

標体系jの内容を明らかにすることによって特ら

2‘ 大会は工場民の業務報告にもとづいて企業の牛、

産，財務，技術，労働および質余の各計闘を審議

企業の堤励.w金，福利［号、労劫保護の経＇lt,し，

そのいずれにつヤてもすでただ，/Lるであろう。労働組合費およびその他労働者職夙の生活福利に

ここではそれらにに多くのすぐれた研究があり，関係ある経資の支出を審査し， あるいはその支出

さんに大会は， 企業j）指導人員を批 それを対しとなんらつけ加えるものがないので，を決ぷす／ム l

大限還期におりるくり辺すことをしなヤ。たど，ばあL、に上っ一日上その処分ふるし、；土配rrvi:7
1
1
、

羽・

変化とその合意を理解しやすくするために，（I）指また土級機えを上級機関に建議することができ，

(2）企議がどのような資余上のコ漂体系のil証書liと，関σ〉火定l二'i'4l議iJ、あるときいそれに怠見を出 Iーと

ントロー／しをうけるかを明らかにしておくことが代子：は常ff制，代表大会の班営J:f-t,

大会の閉会中の日常業務の処理は労

とカててっきノJ . 

は労働組合， 必要である。その際，（1）については石川滋教授の

すくれた研究成J,ji'.ぷあり位s2,, (2）にっし、ては富下

忠縦攻授のすぐれた研究成果があ－，て〈配；），築者

働最ici＇が /J,！コっ亡｛子なう。

l'J日付年以後の状況いお羽目でくれしくのべるの

それに対してつけ加えるべき何物をももたな

い。それ故にこ ζではその両者の紹介にとどめる。

( 1) i忌家の法律と同じ効力をもった計lflH指標は

は，ここではこれにかかわる重要な事実のみを指

摘しはヨく。

で，

l'l;it,年に「伶j参－i比二結（tJとLうことが主れ

最高計問機関の批准を「指令性」指標とよばれ，このうちの両参とは管理者がi任銭んにし、われた。

その後はその許可がなければ変うけ℃下違され，労働い参加する J二とと労働者が直接管理に参加す

指令位指標の特徴の第1は形式的に更しえなし、。,:2書記h；直校生こ、／）こと；.t'るこどを；Q:1Jこする。

はすべて達成または超過達成すべき義務を企業が

第2のそれ[II家に対して負うていることである。

産の指揮をとるようになったことおよび「小組管

E旦！とよばれる権限の干部委議なととあいまって，

既＇（－｛（川管J1Jl1本市Jtたi上司任；＼jiJ;:t崩吹させるにいた 産IIし財務の各活動鋲域にわた

この指標体系が各時期に
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る~面的なものである。

は，企業の投入，

った。
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:F3 L、て何ヴあ J 》たかは正確にはjフからhL、。 たぶ

ん計画発足当初はまず生産総額指標， 主要製品生

産量か九始まれ 逐次増加してい寸たのだろう。 し

かし1957年11月15日の 「国務院関於改進工業管理

体制的問屯」 I二上る改革；こ先fこっ時期の 「指令性

相標」は？ 生産給額，主要製品生産堂、新種類製

品試作， 重要技術経済定額， コスト引ド率， コス

卜引下知，職仁恰数，年末職工到達数，賃金段、額，

平均賃金， 労働生産率，手lj潤の12種調であった。

上tc計jmjはこわを一挙に i個に縮減した。 す!ch

ち主要製品生産盤， 職工総数，賃金総額，利潤で

ふる。おとされた 8個についてはおそらくは新し

い概念である「非指令性指標」という術語が適用

されたc 二れい依然として国務院の抗if土をうける

が， 企業は情況に応じてこれを変更することがで

きる。

とこ ーペ
('' 企業はすぺての桁棟を等しいウニこイ

トで全面達成することをよびかけられているが，

尖際問題として；土生産北、制指標が最も£要であっ

た。 企業はこの指標を達成することに最大の勢力

を（頃けた。

以上は石川教授の研究によるものであるが，

丈では日：の 2，点をつけ加えたい。（1)lCJGt¥年以後今

日に至るまで，指令性指標は 1957年末の決定によ

る4個である。 12！大阪進期におL、てい長大の好力

の対象となったものは主要製品生産最であり，

1961年以後は干lj出であっ之。これらのぷについて

は第日間マくわしくのJとるととろである。

(2）企業に対する資金的コントロールは以下のよ

うなものであった。第 liこ， 企業はその所有する

現金および手形は規定の制限額を除きすべて人民

日行あと山、はその委託する機併に領付入れねばな

らない。第2に，企業問相互の受払は振替小切手

を使用しラ中国人民銀行を経てtitり替えるを要し，
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他地［＜t渇の取引は中国人民銀行を通じて為千十送金

するを要する。第3に， 企業は毎期，毎季もしく

は毎月の現金平衡の収支計画をたて， その地の財

政委員会の認可をうけたうえ中国人民銀行に実付

し， これを実行する。第4に， 企業に与えられる

資金は固定資金と流動資金に分かれる。 固定資金

とは基本建設， 技術革命，闘定資産喝などの比較

的長期にわた，j て必要とするもので， とれは？企業

利潤の留保分と悶家予算によりまかなわれる。 流

重i)J資余は生産用の経常経費のことである。 こhは

定額流動資金と超定額流動資金に分かれる。 各種

資金はその資金源も異なり， また企業に対して支

払われる時にその支出目的が指定される。 企業は

指定されたgIt旬以外のためにそれを流用すること

は許されない。第5に， 各種資金は異なった機関

によっ亡支出されかっ管理される。 にとえi工流動

資金もこついていえば， 定額部分は財政:/HIから各主

管部門を通じて渡され， しかもそれは返済の必要

のなレ「予算j完全j としてであった。 超定部百五分

は人民銀行からの貸付という形をとった。 しかし

1%1年以後， 制度上の変革があり，しいすミれも人民

銀行による統一的管理の強化を指向した。

以、 Lの説明に対して， 小文では次の補足をつけ

加えたい。すなわち，

するコントロ、 yレは，

人民銀行による資金面から

時とともに推移したとし、う

三とである。 一般的にみて，生産部門と金融持~門

の相対的な力関係は， 前者のほうにより有利であ

った。これは大躍進期において極端な程度に達し，

企業に対する資金面のコントロールは事実上無力

｛むした。そして1961年以後その関係は逆転し，企

業の生産計画に対して重要な意味をもつことにな

'Ctこo

Ct上79)

( ([ HO) 

石川滋，前掲室。

これにつレ F は小1lif¥ti_ I二氏山研究が _h')' 
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I之i,",:lレ： l'l , , ＇〆 υ1,J'•パ 1 ぞ J イ， l≫],I', 

jlJIIJ j l 、、， ; , ' ＇，ー

プ lij,,11I i い「，j,i',I '; II l__'，‘ 1Jij j心,r:,

( I KJ) :;[, ,j、｜「 r'.'Jn'」 111.,,1,fvり・i-,:t ', I, f,'J、11:J,;,j↓i 

Ii I J / >'I ~: YI ,'! ! /, :i三:f '! 1 (:'er li I ", _:.; ! J、；1,11 ，，~ I, 

I ~I. ＇；：ふ 1%'.:'.•i 2 :;; 

l S:! ) 1 I 11 [ l、Ii,

「日＼＼ ,', I ..... '.JI', 1,1,1;,I：コ

定 I(19:iがi川 J9 11）お上び！中共中央， IN務院関於

i ：主企業 1，·放的幾f＼~決定j (1%8If.4 Jj 1111）であ

三れらの諸決定は次のこ左を要求していた。

([) J.;it 工業管理権の下放は三つの異なった部

分上りなる。第 lは中央政府かれi也)j政府への権

限委，i表でふりラ Zf; 2は計i両i範1mの総，］、による企業

I': it，権の拡大である。

V 195バ～591cドの：：＇.（ .'1',: (a) これに上って，中央がi直接管理しているjf:

のあるものを色＼向治医，直結市の管理に移し，

川崎午のイド店旧民；世流；JJ起は新しL、わ誌によ〆ノ 地 ］j：企業t-J－る。 T般される企業の範回は1）.くのご

て作成される二ととた J たりそれにlfJlて誌もふ； とくである。すなわち，軽工業部と食品工業部系

吾な要素J士、それ kでer〕：＼iil1'J7Jljにつみふlf ムi1 ／ニ 統の企業の大部分，紡織工業の大部分 CMJJJ一部分

i；「刊の体系 ！条 hi'rワ，il・!Dlii どい ，－） -vl iLつも

に， 二U叶11，＇仁り山 j戎：1JI]J) ・，、Jぺ：仏＇U,I）ぃipl1j 

「1砲守的，；＼［＇lti」 ←か.IJ日；／） ＇：一、 ;Jpl1；が？寸t,I~ L 

叩、1/jし に〈｛引Liド状況にてらして大ifl¥jJをト枚），卓

1主企業のうん次のもの一一大型鉱111, 大裂冶金

ーした幻自｛ヒ’手工業企業， 重要石炭基地， jぐむ力

て「陸相：LIJ」 l汁仁！／こι しかιそここは主体とか 細，大経~所，石油採捌精製企業，大型および、祐

三j,の；工後 ti' J ぷ 1パ｝地域別v'>,;j 1il:iであ ，t山 市機同TJ｛｝，屯機， ，i十iWJ器工場，：ij,＇事工業，その

こ；／l :t, ,;_. Ji 1'1ijif二、－1・/; ,/) t) 1げら付与にJ；ける7；’fl! 他J)-l支料、jーの惚維なもの 在除くもの，建築工業

｛判11］のはよ下を！＇1ii出ど t・,:, tのごうy- ！こr 行、むし 山士主主部分、森林工業部系企業の大部分，交通部

ん、前7「にHJIJ~.II ／ご新 L L、：；，；－；辺ij;;ijiJ；；＇おI1._ ＇，、抗 告：Jljlの～ifl¥J）港湾.ts上び企業，以上である。以後

；市l11Jli (/) ＞スチムそ安ぶしたといヲ J ごうとふ 7, も中央f日I＼の弘二均l(こしたがう企業も， 上~I 央左地力

う。しにがって 4'.Ji/iJ）紅白土， i山花－qi二実！んよされ の r:i主協導！をう rt,:,0 

た1-1；占.f一t;i

L、経i斉，,I今j1u1に｜弘jす→と与二ごjtにうIかjlζ＞ n のうじ Kt1Hよ中央政府の所得となるが， 成る 2手；1]

l. 管理権の l下放」 : t地j王政府へ留めおかれ， I也万財政のtj1にくみこ

新L＇、if｛＇！！体： urJ6二規定した基本的文献は 19忌＇＇I° まれζ）" 

11 J J Ed~ i二 ら発l'tiされた i火山Jつのは見

定」でんっ一ご， そjLじノit＇，、j,f Lも泣けらがドルるじ〉’

)iむ；主 { Lるよう姿；｝＜：し； L、よこO

「1i1g1;,;c1目b日U庄」：：：t¥'H主体；IWlJJ:¥i.定J

「I;J .1:.;;i;;c I引ノ！／L''{j正l1H;f"!'1' fili f判＼]lji'r,J!Ji定」

r r~Jf;;I；九段J}j守山J庄p.j·政f古J_i]H恒例的m~ιJ

(b) これによ J》て企業の自主権は拡大した。前

日iて「でにのべたように，企業の生産＂十両におけ

る指令性指標が以前の 12個から ,1~屈にへらされる

こととな〆〉たのすなわち，主要製品生産量，職工

総務〈， i主主総詔，キI］潤である（基本建，＆JIF1tifこおし、

F は；tJ!.!:'i苦悩， i絞級以上の；I}'¥11, I主産能力，主主築安装r

この三つのm定を十点止すふも Lりとして次山一文 {1／，：）ν 

~{\ ／）込あ〆：，リすなわら‘ ｜主J)/'t：えjffiff'.lt'Z百万Jlf十三；ltiJi'JZJJJ.! i欠に、 1,g家；；11出i：土年！l,.11向iにi坂ることとし，季
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および月間計聞は主管の部局または企業向身が行

なうJ 計画作成順序はそれまでの「ニ下二 l:Jを

やめて「二千ー !-.Jに続する。

企業財務管潤において，とれま℃は［満収満支」

制1•lc1 ，故に， 企業の令1[,:Iは企業明!J;}J基金七リII可

欠損を除いて全部国家予算に編入されていた。 こ

れ以後、問rrf笥用（技術組織措i励賞’用、新種ぢji/1,¥/,I式

作 itl1lヲ労働f~＇. J~，Ti'用，零細購入費用） ＿；》よび企業：！芝

励基金の他，百十両超過利潤のうち 10%を企業に照

保十ゐこととた 1た。

(2）衛業商業機構改事の最大の謀議は，得業公

司の）f{i止と抱 ｝j1苛業機！常 L行政機溶，／）＂・ 1溜と［て♂）) 

のぷ［えである＇ I刑｝。若f二えわしくし、えば， そ;Jr.／：主

次のとおりである。すなわち， （，（） 地方は商業行政

機！拝を設置し司 従来のi荷主専業公 i，］を廃止 4る。

（ロ）中央各商業部門が生産の集中した都市や港に設

けた「採購供応九1,JC-xMtt売却し大lf;')>i,ii翻童，れはつ

は中央各商業部門と地方の二重領導（i)!J者を止；とす

る）の下におく。い）中央の各商業部門に所属する

加工企業は大で企業と地ルボ管理できなL、1,,} ）を

除いて全部地方に移管する。（ニ）商業計画指標とし

ていI出｜完は 4仰の指標をおうす。す，iわち， 購入

計幽，販売計画，職工総数，手I］潤指標である。岡

若干のものを除いて中央各商業部門の企業のもた

らす利潤は ri1央と地方で討対2の害1Jhに分ける。

（ベ重要商品を除く一般物資の購入価格の決定権を

地ノらへおろすコ（卜）外国為¥cfの一吉むを地方iこ減して

使わせる。

(3i財政 新L＇，、規定は地方財政の収支の範聞を

明佐にした。 それにつャてi土次の.｛（を指摘す一れ

ばよいであろう 0 (1）新しく地方に移管される企業

の総利潤の2111ルが地方政I｛！の収入thる。｛ロ）地方

財政収支の黒字分は地方政府の判断にもとづいて

支ti', －：： きる。壊するに，地方政府は独自の立主：；こ
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よって生産を拡大・する資金と権限を獲得した。

以 l二は 1957年末の決定によって要求されている

ことの主要内容である。その基本的精神は宅地方

および企業の積極性と機動性を発揮させようとい

.-) . 2三でh,-lて。 ネしてそれは第1次 5カ年二十両

！切に発生した問題点のしか九しめるところであっ

t-

；千部何日！！のたて才、り符理体fHIH土1955'4ーにはほぼ

その形を整えつつあやた。そして中国はそれによ

之】全経済ω中央集維的コントロ←ルを実現Lょう

としていた。しかしすでに 1956年にはこのシステ

ムパ効率的でないととが判明してきた。計画範囲

ぴ）拡大と日以化， および経済の拡大と政雑化によ

って， 言十両および管理機構はあきらかに過重の負

担を蒙りつ d コあうた。ぞれがどのような浪誌と計

間不耀行をうみだしてかたかは楊英ぷが最もあき

九川に指摘するところである

1956年 9JJの中共八全大会における部少な報告

は改革の方向をはっきりと示し， 同時に同じ主旨

にE乃う多くの提案が仇された。それ以後約 l年に

わたってその具体案についての検討がなされ（注目ti)

lリ日7年未の決定がi浮きどされたのであるの

決定が下された当時， それが招来するであろう

ところの結果に対して中央が確固とした自信をも

っけ、た土は思われたL、。現にその時，これらは

1年間の試行の後，再調整することが必要であろ

うと付言しといる引叶JLしたがソてそれは徐々に

行なわれるはずであった。 ところが大躍進の過程

において事態は意外た推移を示し、最初の意図を

はぐyかにこえて，桜端な程度に玄でお1j佐山られ

ることとなった（第日節参照〉。

1て， Lつの「士山主！をくじべるとき，そのあ

らわす効果には大きャ差があることがわかる。 ま

ず機構改不在要求してL、るものは商業土こc:tであ
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新しい計画2. 

f-iこリ可｝しにc;C ,{,, ；＇.，。

l 9;iK /i ・ (; J J l:, I Iまでにrp央；千 T.'t('.ill耐えの企：／＇：

.Li上び'l'X、i削げ）メ（）＇ル 1959年の経済；；十両において‘地域,l¥1函を主休止

本1衰の日的はその

i付字Fをあきムかにすることにある c ところで， 1958

年の改革は物資分配機構に最大な変化をもたムし

・？・る f複線；fliJJが採用された。もっ土も三 7.l1土企業数で

fトit二jl t 「C,:, :'7 . 

1吋F 斗 . h J, Jムー I. 、～ ' 
1－イー）／） ミイ l／ーと＇，、 ・1

ふ「j jわした ι のであ•）て，

特に mrt:1ごっL、りはる h、；二（氏 j、 lたであんうり

物資分配μ！闘のf'tcr友と管理の方法もそれにしf-
J」 J投資i白土にむけ己，Ji央と世子L..... ,_, てそjl Jドトえる h

それ故にここたがマ）て ！1•わらざるをえなかった。I ();iK{j'が77.7 '.{,t三三：f:r~'' l, l !Will ,;Iゐ地方，1)1七、；、：l土ヲ

ではそれを 1，独立の問題としてとりあげる。

¥I）夜線信lj

J也｝j（二f民主れて;) :57. :i <・l-1ゴ7：＇切に J二し、う工うに，

江11¥1foiと山tiHofで の諸論文にrn itt; rn 9:1,, 1iTヂ立（（げ仁，王桂五（/19',)'二こ C:¥;Jiごあさんかにしご

t袋線市！J土は以下のようなものであった。よると，シス子 J、の＇）＼ fq1械が地｝jヘレーノ 芯• I ，ト
イ J 、＇. 寸、－ 二 I~ 

地方：HilijのrjiにI十I央区東1;複線fJjljのjゴな特徴は，鉄；DJIいつi依.; Jりた二 l::ctノ心し 1957 "I: j、

中央企業のの企業が含まれる土いうことである。
～／. -！丘しノム二耳、qr(i(Jコントロー；（ i、におiiゐllぐいと。

,n-1,1iiはrt1 ＂）；~；で｛1ィ点、される；tl\~1J}}IJ,il·画にも含まれるjしを支えうものi上ISのf:ki11Tl'坦11Jムiと，Hの分｝11）であ

) f二。 J 11:;7年j、iこ分「.：；＇J1HイとJl:(,; j 1、f庁JrfJi ,1 1，縮小 その部分は部門局！J計!H'iiと地域別計画の二本故iこ，

の径路（海総）を経て集：i十および下達されることに

fよる ULt同 Jo

1958年度計向およびそれ以前のμ十回は，部門店lj

ともそも第 i次5ワ＂iJ十11Hij防：;f~ （乙；；q·t ；立

地・JJレノこ！し iこ.t，ける統‘;';I；の住 l:J'.~が強大（こすさ『

された。

々てド 7
にh ’ーし的車1i；，差，flri111の作f1)(t土不可risとた r ノて L、た。

ヤオコばたてわりの口十i肉！であった。L二分割主れた，れに土Jする党の有効なコントリー；：..も不≫Hiちであ

iオ家例をとってみよう。第 i節iで、のべたように，二二に.LL、ど権限の下肢と党i首導の強.. 寸ん " _,, -

di Hui委員会または出家経済委員会はその中にいくそのことi土J958{j（こ｛ヒ／，＇.行ん ;fdLるのであるが，

ここで~Jf!l さ hつかの寺ドrJの部局をもっている。むけるあl.;,i丘泊i去の混乱と問ffしごヤ石。

rIしぴ， .t :) 7（諸＆ ~rにもかA小↓＼す， 一司if!¥は国務院の関係各部へ，

ff! fJ.i院の各fmへおろ

たJ十［両iはこて分され，

｛出は地}j政I｛］にお7） される。

1¥1 jとが粁

Ji./d本に（fJ .：：，社1111¥''. 'f~： fli を Mui 二したのでは H っ

r. ・c i,. ,, ・. ＇レ／仁 それに直属する企業に関する部分

「その他の
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であるυ 地方政府におろされる部分は

δれるものは，

h ;'.,_JJ f.1: ;i ＼＇浬か~，J能·：＇·わると Jうえ t＝ に



部分」である。 したがって国家計画委または国家

経済委のカバーする範囲は国務院各部のそれより

広い。

これは， 中央で包括しきれない部分を一括して

地方計画にゆずるという考えである。また，経済

の基幹部分を中央が掌握しているとし、うことか

ら，それは容認できることであったにちがいない。

もっとも，第1次5カ年計画期において，地方計

画を中央の直接的コントロールのもとにおこうと

する試みがなされたかにみえる。 1954年 9月に，

国務院に地方工業部ができたのはそのことをあら

わしている。 しかしそれも 2年後には廃止され，

同時に地方の権限を拡大しようという逆の方向さ

えでてきたことはすでにのべたとおりである。

このような制度のもつ欠かんは次の二点に要約

される。すなわち，（1）中央直轄企業は一般に大型

であって， その動向は所在地の経済に重大な影響

を与える。地方計画が同地域内にある中央企業を

含まないなら， その要因を計画の中に織り込むこ

とができない。（2）具なった計画系統に属する故に

同地域内にある中央企業と地方企業は有無相通じ

ることができない。

1958年の改革によって地方企業，したがって地

方計画のワェイトが飛躍的に増大することによっ

て， この計画制度は根本的な修正をせまられるこ

とになった。そこで採用されたのがこの複線制で

ある。

1959年計画において，たてわり計両とよこわり

計画が同等の扱いをうけたのではない。主なるも

のは横わり計画であった。地域別計画は経済の全

部門を包括することになったのに対して，部門別

計画は中央工業しか含まないのであるから， それ

は当然で、あろう。 したがって実質的な意味におい

ては，この時， 中国の経済計画は部門別のたてわ
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り計画（「条々 的計画J）から地域別のよこわり計画

（「塊々的計画」〕にかわったというべきであろう。

視線制はすでに 1955年度計画において試みられ

た。しかしその時， それが可能なほどには地方計

両機構は整っていなかった。 したがって当初から

「部門計画を重点におく」ということで（四円実

際にはほとんど行なわれなかった。そして 1959年

にいたってそれが徹底的に行なわれたのである。

地方計画とは省級以下県級にいたる， さらには

人民公社にいたる各級計画の総称である。そして

その各級がいずれも以上の原理にしたがう。ただ

1959年段階において圧倒的な重要性をもっていた

ものは省級のそれであった。そして将来の発展方

向を示すものとして経済協作区と人民公社がうか

びあがりつつあった位98）。ただ実際には，いずれ

も，現在lこいたるもなお計画単位としての機能を

はたすまでにはいたっていない。

(2）物資分配計画

1959年計画における物資分配制度の新しい特徴

は， 国民経済計画のそれに似て，よこわり計画の

採用である。余益三(/1'99），万典武（注100), 劉瑞華

(lt!Ol)，王桂五位102），などの諸論文によれば，そ

れは以下のとおりである。

1958年以前の物資分配は，企業または事業単位

がその管理系統に沿って「供給」および「申請」

することによって行なわれた。たとえば分配面に

ついていえば， 中央直轄の企業および事業単位は

中央主管部門に直接申請して分配をうける。省級

のものには計画部分と非計画部分があり，計画単

位が需要する統配物資および部管物資は省級政府

を通じて申請する。非計画部分と民間部分は商業

部門を通じて行なう。つまり，重要部分はたてわ

りで行ない，残る部分を一括して横わりで行なう

というものである。



ここでは機構が錯綜し， またおたがいに融通し

あえなかった。たとえば， 同一都市に工業・交通

部門の「供応塀事処」と主管産品部門の「販売塀

事処」が別々に存在し， また商業部門の専業公司

と省級政府の物資供応局が別々に存在する。機構

が重複し， しかも分業と職責がはっきりしない。

新しい制度のもとでは，省級政府が一括して省

内の「物資平衡」を行なうこととなった。中央国営

企業のそれたると地方国営企業のそれたるとを問

わず，その域内で生産されたものはすべて省（また

は自治区，直轄市）の「資源」に編入し， また中央

企業，地方企業，市場のいずれたるとを問わず，

域内で需要されるものはすべて省（または自治区，

直轄市〉の「需要」に編入する。そしてその需給

パランスをみて「調機計画」をつくる。これは域

外との輸出入ノξランス計画である。各省の「調嬢

計画」は「中央調配計画帰口管理部」と国家計両

委員会へ報告され，そこで「全国平衡」が行なわ

れる。そして「差額調機Jという形で実行される。

「分級平衡，分級管理」といわれる所以である。

このもとでは，少数の特殊部門と特殊物資を除

き， 中央企業も地方企業もその必要物資は省級政

府に申請して分配をうける。物資供給と「調剤工

作」における「塊々負責」とよばれるものである。

新しい制度が実際にどのような結果を招来した

かということは次節のテーマであるが， ここでは

それが成功的でなかったという点だけを指摘して

おく。

（注84) この問題については菅沼正久氏のすぐれfこ

研究がある。菅沼正久「人民公社と社会主義‘商業」，山

本秀夫編『第2次5カ年計画期の中関経済』，アジア経

済研究所，昭和40年所収。

（注85) 湯英;I:';「論統一計画分級管理」，『計画経済J],

1958年11月。

（注86) これについて筆者の知る辰初の文献は張宣

三「論国民経済計画領導的集中与分散」，『大公報』，

1956午11月25Fl号で，ここにはすでに専業公司の制度

に対する根本的な批判が含まれている。

(tl87〕 『人民日報』， 1957年11月18R。

( ll:88) 「中央企業80%下校地方管理J，『新薬土Ve一月

刊』， 1958年131号。

（注89〕 「二則五次全国人民代表大会における李先

念報告J，『新華半HIUJJ, 1958年5号。

（注90〕 字富春「関於1959年国民経済計図草案的報

告J，『新華半月 flj』， 1959年9号。

（注91）『人民手冊』， 1958年， 546～565ベーン。

(d92〕 桃依林「十年来的商業」，『人民日報』， 1959

年9月28日。

〔注93) 回起「警告軌甘；IJJ，『統計工作通訊』， 1955年

5号。

（日.94) ！琴季立「談々“双軌制”」，『計画経済』， 1958

年8月。

（注95) 五位五「年度計画編制方法的重大改革」，

『計画経済』， 1958年 9}j。

（注目〉 複線制は統計部門でも行なわれる。企業は

その統計報告表をその業務主管部門と地方統計機関の

何者に提出する。

(ii令97) iロl北省計画委員会「編成！日I北省1955年度地

区経済計画的幾点体会」，『汁画経済』， 1965年3月。

(tl:98) 経済協作区についてはれ1：文参照。 111:稿「中

国産業の地域分布J，『アジア経済J，昭和40年9月。

（注99〕 余店主三「淡々物資分配体制的改革」，『，H両

経済』， 1958年10月。

〔ltlOO) 万典武「商業部系統計画制度的重大改本」，

r計画経済』， 1958年 1月。同「修訂商業計画制度的原

貝IJJ，『計［喧与統計』， 1959年7号。

（注101〕 劉瑞華「関於統配，部管物資市場供応；計画1

権限ド放問題的探討J，『計画経済』， 1957年8月。

(1!102〕 主将ミ五「年度計画編成方法的重大改革J,

『dijjl]j経済』， 1958年9月。

VI 大躍進とその後の状況

l. 大躍進

大躍進のいかなるものかについて簡明な定義を

与えることは容易なことではない。それを経済，

さらには経済計画に限定しでも同様のことがいえ
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る。ただ‘小文においてこれまでのべてきたいくつ

かの側面（計画にかかわる〕についていえば，大躍

進の特徴はあきらかである。それは以下のように

要約できるであろう。

第1に， 計画の作成と遂行の過程において共産

党のはたす役割が極端な程度にまで拡大され， そ

れにつれて行政系統のそれが縮小した。第2に，発

展のスピードが最重要視され， パランスは軽視さ

れた。否，事実上無視されたといってよいかもし

れない。第3に，投資および生産計画の決定権が

中央から地方へ，地方から企業へ，企業長から牛．

産現場へというように，下へ下へとおりていった。

これは集権的計画か分権的計画かということの範

岡をはるかにこえて進んだ。第4に，大衆の共産

主義的情熱の発露をさまたげるものはすべて非難

の対象となったが，経済計両の諸制度もその例外

ではなかった。経済J十両を作成する際に基礎を提

供する各種「定額」や「規章制度jはため （）＂、な

くやぶられた。第 5に，企業の生産におし、て最大

の努力目標は「主要製1lb生産量」となり，それ以

外の指標はほとんど無視された。第 6に，資金面

からするコントロールはほぼ完全に無力化した。

大躍進のもつ基本的性格は，第1次5カ年計両

において顕在化した問題を解決する方向を示して

いた。ただ短期的にみるとき，また経済計画の作

成と遂行という点に限ってみるとき， この時すべ

ての局面において事態は極端な程度に進み， 多く

の場合それは破壊的な効果をもたらした。小文の

最初において「社会主義経涜計画」たるものの基

本的条件をあげたが， そのような意味では経済計

画制度は一時崩壊したといってよいであろう。大

躍進期の経済活動は計画によってはほとんど規制

されるところなく行なわれた。

以上のような意味においては大躍進は 1958年初
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にはじまったといえる。そして 1959年の前半はい

わばその修正期であって，その時， 土にあげた大

躍進のいくつかの特徴は消滅した。同年なかば，

すなわち 8月における中共八期八中全会以後，大

躍進は再開された。そしてそれは 1960年末までつ

づいた。

次に， 大躍進期における経済計画の動向をいく

つかの項目にわけで若干くわしく説明しよう。

( 1）計両と管理の担当者

大躍進期における経済計画の担当者は党と大衆

である。党が指導し，大衆が実行した。 「政治掛

川Jj，「書記掛帥l，「党委員会の絶対領導」はこれ

らのことをあらわしている。

ところで， 1958年以後，管理権の大幅な下放が

あった。それは中央政府に対する地方政府， およ

び計闘的コントロールに対する企業の自治権とい

う形で行なわれた。 したがってこの段階で党書記

円手中に帰した権限は大きいものであった。こ

れらについてはすでに述べたとおりである。 とこ

ろが事実はこれにとどまらなかった。この時，経

済活動は計画の許す範囲をこえて暴走しはじめて

おり， したがって党の実質的な権限は以上のよう

な法的にi認められた範囲をはるかにこえた。そし

てそれは大衆の熱狂的な生産意欲と結び、ついてい

る。この状況を釘’同は次のようにいう〔／1'103）。「広大

な大衆がこのように心から党のし、うことをきき，

事がこのように順調にはこぶ故に，一－－一声号令

をかけさえすれば万衆ただちにそれに呼応するi

と。

このような事態を生ずるについては行政の側に

も理由があったようである。党と大衆運動が企業

の管理機構を蚕食しはじめたとき， その責任者は

自ら責任を放棄するような形で「肉体労働Jに参

加していったとして，後に批判の対象となった。
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とをYC{iミすることからはじめ；／｝ばならないほどで

わ， !: <111，同二この上うな状況の中で「地域主義！

や「本位主義Jがはびこって，物資の奪いあいさ：
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演ずることになる：：U09＇。

以上のような状況は，物資分配計闘の混乱をも

たらす上での十分な条件でふったといえ上う。 L

hし1%8年（＇）状況は，物資分配計11liiねよひそめ段

構のもつ必然性によってのみ生みだされたもので

はなかった。主な理由は生産間にある。主産現場

外計f1l1jにたし、新規投資金いっせい仁IHI始L、 ま／二

物理的生産量をあげるために宵目的な生産をはじ

めたのであって， それはいかなる制度をもってし

ても汁処しらる kうなものではなか J 》た。

このあたりの事情を説明するため忙，次の 2収

をあげるのが有効であろう。

(1）建設.／ t1ジ三クト。 1958年2）］における 1Jり1

5次全国人民代去大会は．「小工場；icil也関ι全世

耕工業，各級株主業，全民排工業」の号令を発し

た。そしてをれは， 「第3四半期のぶまでに全Pl

で新Lく建はされに工、！と沿よび手工芝の企業は約

75571個」という形で具体化した UUJO）。しかもこ

の直後，有名な土法製鉄がピークに諒するのであ

るが、同年内に建設された土l!i炉ftゴ∞万基に注

したCttlll）。竺れらは多くの点で「無から有を夕、ず

るJ形で行なわれたのであるが，物資分配に対し

ても影響を及ぼさない；bitにはいかなか rバヒ。た

とえf;f全国的な鉄っくり運動の結果、「北炭Jが柊

湊のような勢いで鉄道によって南下しはじめたと

いうγ；112¥.-Nrしい辿設イロジマクトば生iを沼資村

の流用を要求したし，新しい資材の供給源ともな

った。そしてこれらはそれまでの物資の流れを根

本的にかえさせる日ど山ウ工 fトかむって lィ、たり

(2）製品『1隠の転換。介業はそのf志によ 3 て自

らの製品品種をかえた。修理工場が製造工場にか

わる Cl）；士そC〕典者l的な｛f1Jであ F Pた。 この .＇：，~につい

ては後述す〆3。

物資分配との関係で最も重要なものは，「綜合経
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営J,r万能工場 i，「衛里工場jのれ営による「Jj

事情J人に求めず」という風潮であった。

それきっかけ止なったものは， 百七i葵における 1三

沢東C勺談J,r;であ J Pた。そのとき毛ーは武漢でヲ rii院で

鉄鋼コンピナートのような大型企業は徐々に綜合

性の聯合企業に L，各種鉄鋼製品のほか，かくら

がの椛械工業， 化学工業および建築工業等をおこ

さねばならなし、」といった日113）。

一つの大型企業に付属して建設される「衛星工

場jの群は， ほとんど余業開をカパーするのがふ

つうであっ売。機械が不足すれば機械工場を，紙

が不足すれば製紙工場を， さらにはセメント工場

を・ーー どU、うぐあいであった引114）。

以上のべてきた上うた理由により，「地域間，部

門間，企業聞の分業および協業関係が中断しJ

'il115＼「税節現象し「失調現象jがめだってきたっ

それがどの程度のi.のであったかは，次のータ1］に

よってあきらかである。

1%！）年には鞍1I1，石民山，包頭，本漢，武漢，

:lt京 ti)製鉄所の鉱石，石炭の供給量が十分でなか

ったのが， 1960年初頭にはそれが改善されたとい

う(It]1へこれらはいずれも中国の第 I級の製鉄所

であ・）て， 三れらの原料が確保できないというこ

とは，問題の深刻さを示している。しかもそれは，

年閉それぞれ 1000万トンをこえる石炭と鉄鉱石が

能率のはるかに＜r；る士法炉や， 中小型製鉄！芳にお

いて消費されてい売事実とあわせ考えるべきであ

る。

19劫年 Ni 半 i二口改 ~I干のための得力が行なわれ

たっ、11時さかんにいわれた「全国一盤棋Jという

ことは， 統一的な物資分配計闘の再建を上びかけ

たものにほかなじないのそのため仁多くの研究論

文も発表されたが「注ll7), 1959年3月に発表された

陳雲論文〈注118〕はその最も具体的な表現であった。
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先に円、た「全能コ－11;I，「衛星丁メむのその後

の動向をあとづけてみよう。

すでに 1959年には「耕作将営jが不利であるこ

とは明白となっていた。ただその後， /.j~／ j生の全

般的なム…ドの中で苔定きれることはなかった。

1960年米に投資活動力、；ストップし，また能率の悪

い1て場、＇） f/:Ji'.f亭Jl：を1λご， 二れらはfi¥1；互いとならな

くな〈三 ーして『車C!;J,I 1'162年11:}l'lif：よ波論文

はこれにヒりリオドを打ゥた（iU19）。「これは万能工

場」の非簡単を指摘し，工場の専業化をよびかけ

ているJ 主「）につけ力iiえれば， 1%5当の［経験交

流会J.バ!r/.,1(,hは，「全世 [J;l.;Jを完全に汗it・！！－ず，

その上にた〆》てJ卒業化をよびかけているI/'l:!O）。

(4) 資子1f1iのコントロ～ノレ

すでにf ノたよう l二‘ N¥".fおよび＇！： Ji?eiえめに

必要な資金は財政予算および人民銀行の貸付によ

って得られるが， それらは支出の目的と強く結び

つけら十、 iifE用ができなL、Lくみになっ C＇，、る。

ところか l'I淵年以後）＇iT・，・）変化があ tた。地方政

府は所時企業の生みだす利潤の 20%を期保し，企

業は計阿部渦利潤の 40%を留保し，それぞれ自由

に処分－i-ることができる。 さらに次のよ勺なこと

があった。

その第1は「投資包干制」（投資請負制）である。

以前には佐世プロジュケト：てついては人民建設銀

行が監i干したが，そのit¥ 各種資金は文U'iI i的を

明記されていて， 同一プロジ士クト内においても

流用がきかなかった。ところが， 1%8年以後採用

される上りになったこ川市！？工のもとでは宅 11理は

企業にさ二 1'.•· －－~れ， 資｛r:,r

ればかりか， 計閉された額より少ない資令でそれ

をなしおえた場合には，残る資金は企業が自己資

金として l'Hhに処分できろごととなった人＇［ }21）。

D・パ一千ンスはこのほか， 次の’'r：）とを指摘す

る（（ 122）。すなわち，この時，娘行による資会の貸

付額がふえたこと， および流動資金の回転速度が

JN1Jllしたこと，である。

以上のべてきたことは，下部が新しい建設ア。ロ

ジ1 クトをおこすのに必要な資金を掌握したこと

を示・しているα しかしながら 1958年以後のブーム

仏こfl,らによ J、て哀づけらtlたのではけっしてな

い。それは流動資金が固定資産投資；こ向けられる

ことにより可能となった。事実上この時，資金上

のコントローノレは無力化した。

♂般に計画1経済（資本主義のirtrrt汁済を含む）にお

t ＇・.：は，生 i（；：自！¥fl＇］は金融部門 iι対して相対的に強

い圧力をもっ。その上， 中国にはよりどころとす

ィとき毛沢東の『文ぷあったun2:n。すなわち， IHl 

政攻策の良否は経済；こ影響を与えるが， しか L財

政を決定するものは経済である」と。そこで，「財

政金融工作は，必ず生産から出発し，生産に服務

LなけlLlまなじなL、j という

¥H政および金融面からするゴントロールは，党

員のもつ一般的性向とは相反するものであった。

大躍進期において，資金的コントロールを強化し

上ろとするものは，共産主義思想を無視している

とか，大衆を信じない者として強L、批判をあびせ

られた。

l %9年には百余的コントロール円強化をよびか

けるものが多かった〈則的。また，支出の窓口を‘

本化することによって統一的管理を実現しようと

いう措置もとられた。ただそれは効果を発揮しな

じ主ま， 1961年にいたった。

lり61年以後における資金的コントロールの強化

は明白であるo ただ， 1962年にいたっても，規則

に違反する企業には制裁を加えなければならない

と七張する必要があった〈問問。

(5）企業官：万JI

14う



1967120148.TIF

これまでにのべてきたところは， その大部分が

すでに企業河川1の内容に／：乙ちヤ lたものである

が， ーとではと 3残された問題のニになものさ？とり

あげる。それは次の 2点である。すなわち， M

「r,t1"t?:ー改三結合jの連動、｛ロ)t日間体系に泌する

企業の態度，である。

（イ） I両参イ〈三結合」

両参とは，幹部が労働者とともに一般労働に参

加し、労働者が企業の管理に参加することである。

－＆とぷ企＇； ,Iミn規則や制度を改々にすることであ

るo 五結合とは，幹部，技術者，労働者の結合を

指す。

その意図するところはあきらかである。すなわ

ち、労働者川生産意欲を鼓舞し，しかもそれを／こ

だ九に制度ゎ中斗もちこむことであぺた。 け Li土

1958年のなかばからさかんにいわれるようになっ

た。

しかしながら，ーたびそれが実行に移されるや，

勢v、のおもむ（ところう 予期された限度をこえて

暴走しはじめた。行政:ki主び技術)j闘の幹自i¥/;h無

力化し，責任の所在が不明になった。また，それ

まで」ηった各誌｛η規則的!ii止されτ 持理体；¥11HI崩

壊しつつあ vpた。行政機構内における権限の所在

はし七いに下却におり， 'Iト組管Jfj]＇がさかん iこ

1959年にはその改普をよぴかける幾多の論丈や

q 

士之の権限i"H友を主i村：容とする責任｛本需ijU)fi＇産立と，

「規章制度Jの確立を訴えているo また，新しく

定められた「定額jや「指標jが現実牲を Pたって

いることを指摘している。ただ， 1959年前半にお

けらこのような努力にもかかわらず，混乱は 1960

年試でつづいた。

（ロ）指標体系

一γでにのへたように， 1958年以後企業にあたえ

られる「指令性指標」は 4個であった。すなわち，

h婆製品生産量，職仁総数，貨余総額，手lj；関，以

上であるo 大躍進期において企業の努力目標とな

りえたものは主要拠i日1生産量ただ一つであった。

三び），＇誌を rr＋くわし＜ ，：~明してみよう。

経済発展におけるいわゆる大衆動員方式は現代

中いヰの特徴の一つをなすものモあって， 新政権の

誕生以来一一むしろ毛沢東指導下の中国共産党の

}ffi史とともに古くどいっても上い一一－ .,nしてと

ら,ilてきた力針である。ただその具体的なあらわ

れ方は平地なものではなく，いわば周期的な起伏

をくりかえしてきた。大衆運動の高潮は例外なく

経済成長率のと昇と制度上の大変革を伴った。そ

し二さらにその後iこ；Eすべての而で若1二の低滞の

行なわれた。 現象がみられた。新中凶の成立以後195811＝，まで

三のようた竺とは，熱狂的な大衆の声がテクノ に，土地改革， 3反5反運動，農業合作化と資本

クラートのスケ！！ーンを通ることなくその主主現 i：議改造、 大躍進と人民公社化，が波のうねりの

実化するという状況の中で生まれたものである。 ような形で継起した。ところで，大衆運動の高潮

上か「〉の激肪iJ，，あった。たとえば， l汁画の保守：性 期には生戸包括lまた抗生産量が重悦され， 停滞期に

が造りだす浪費は最大の浪費である」 CIU27）「“秩 はコスト，製品品質，利潤などが重要視された。

序論”と“－u:-:~、見論”を批判せよ JCl+l則，「破壊や暫 火曜進期は高潮期の典型であって，事実上，物理

時的アンパうンスをおそれていて：れ、きいきとし 的生産量のみが考慮され，その他のことはほぼ完

た生産活動を拘束してしまう J（目129〕というのはそ 全に無視された。

の代表であるコ ところが事実はこれにとどまらなかった。指標
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を無視して主要生産物の種類を勝手にかえること

が行なわれた。部品生躍を行なっていた企業が完

成品をつくりはじめたことはその典型的な例であ

L そ凡は， 統計制度rい11）；民iて＼企業が「原始

,,L'.J.止」［乍成の義務を宮、，／こことによ ι 〉て容易とな

ーた｛二の点については1/u主）υ

2. 再 建

1961年はじめ，大躍進政策は少なくとも一時終

熔することとなった。それは若干の手直しという

ようなものではなく，基本的なラインの変更を意

味 Lf二。それ以後の状況は，若干の片面を除いて，

外山1;c1J者にとって不明とな》ている＇ t合が多い。

と二人で， この時期の状況につL、rf仁されたこれ

主での研究の中で， FranzScl1urrnannのそれは

きわめてすぐれたものである開131)0 ここではまず

それを紹介し， その後それに対する補足とコメン

トを加えることにする。

品を引き渡す義務があるが， それは利潤指標達成

のために必要な生産量にくらべて少量であるた

めに，制約要因とはなりえないc かれは定期的に

利潤をし納Lなければなちない L, 労働古ーに対す

る物行1'r-J刺激のための剰余金を浮かさねばならな

1961年以後，企業が他の工場，小売機関，人民

公社，生産隊などからの注文にしたがって自由に

生産するという範囲が広まった。これは双方の聞

の直接の「契約」にもとづいて行なわれる。 これ

は， ある時にある価格で品物を売nすることに同

立すと｝ものである。 この契約は回家のlfH市i；こもと

ぺ土問家によってきめられた伝h格で行なうが，

E内 lif1¥ iヨ家の計画がどれだけの生産，原料，商

品を包括しているかが問題である。実際，企業長

は価格に閲していくらかのイニシャティブを発揮

することができるらしい。また価格政策に関する

ういーマン論文の主な論点を りにまとめ 議治ぷ？？なわれているところか「yみて，それは変

る；＼： ：＇，：とれは以下のとおりである。 砧トてL、るらしい。

ElliL年 1月の中共－九，11'i'・会；土Lf1IT！ν＇）経済政策に l ')(ilil与iス後、国家の商業機f毒がそび）役；件ljを減じ，

jjけ乙決定的な転換点とな－－，た。

の点l立，企業の各種決島定権が党から行政系統の弓三 の一仁柴車：Mbに対する統制がゆるんだこと， および

に移つたと U、うことであるO しかも 1957年11月の 消費財生産に重点がおかれるようになったことに

決定によって企業に与えられた幅広い自由裁量権 由米する。同家の商業機構の構能縮ノトは国家の資

はふたたび中央に回収されるということがなかっ 源配分権の縮小を意味する。とのととによソて次

／こっし之がって企業の行政系統，＇ 11にその代表者 山上うな現象があらわれた。すなわち？企業長が

たら企業長は， この時l土じめてその山由裁量権を 任立にJ芸人ノ l：.頑客との契約を実行するために必要

i'l r）行使できる立場にあか：／Lたι h）点材料を 1Ji場において獲得することができる。

1961年以後，企業長にとって最大の制約条件と もっともそれは中心的なものについてはあてはま

なるものは利潤指標であった。かれにとってはこ らず，ニ義的なものにかぎられるが。次に，契約

のほか，コスト引下げ，生産性上昇などの指標が が躍行されない場合，以前のように国家の間業機

課題としてあるわけだが，それは利潤指標ほどに 構がひきとってくれるということがないから，製

［上 .＂＇ U しくない。それは詰~：tこっし、亡の判定がよ

り困難f三からである。 主た［.El家iこけして一連の製

1¥Mlr' lらの在庫となる。そして立伝や「代表派遣J

にt-；仁販路の開拓が行なわれる。
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「歴史的」とか「伝統的」経済関係なる白菜が

さかんLいl，九る上う Ufぷ〉たが， 一二，！1はLi:!民経

済；二対 fる北方経済の，f(要性を ~dli；司してし、ラこと

にlEか江らなu、。企業日，ヤきる疋けよそのJi！！域内

で原材料を調達し‘ その地域内で製品を売ること

を焚励されている。

1961年 lflより経済のある部11r1計上くの行政ML

織'i'：体にわたるi負担lがはじ上ったり 品提.：｝融制

度と統計制P'.!:f土そ山代去である。政行では iリ611f

はじめに党から行政への権限移転があッたが， そ

ればかりでなく，行政組織内部においても碍集権

化が行なわれた。これは生産企業と見なるF

る。そして訟;tHf上りする生j'Jj'企業へわ 2 ン！ロ

Jレ／J＼回向しfこっ

向由化を前lこしで， 今後Eりうる方［勾はぺつで

ある。すなわち矯1次6カ年計雨時のような計隔

制度を再建するか， それとも市場メカコズムの作

用をみとめゐか，である。 u、ずJLにしーこも111,j極端

は／；，りえなし、J三7，うが、今主で（l%3&f.1よかげ）のと

こ人第1の：JJ向へ仇きだした気高己；まなし、。

l <151午 lIJ以後‘党によるコ L トロールは弱ま

ったが， 1962年 9Jl，党の役台lに対する立｛廷がふ

たたびはじまった。ところが 1962年9月の党卜中

全主公報の内容があるいもカ‘かわらず， その数力

月？をにい新＿1号、規！＼IJをtl'rし，企設J5ヒ♂勤労にお

ける経理責任者仁守して以rんよめ改名，／ptこ大きい

経五日上日）権I肢をJ,c，えた。現状からみて、国家の瞬

(nation’s co:[ er）をふたたび党カードルにわたすこ

とはなさそうである。

l ll6lilヲ末i乙hまじまった経l庁論争；ま今（1963｛ドなか

ばJll在〕｛，つ／）いている， l'Hi21f・ 誌までは各種の

見解がみられとが， i同：j.：.末；士は－：つ九大きい流れ

に統一されてきたし 一つは経済に対するより強力

な国家続出：Jを主張し，他は下部により大きい自由

148 

cJ&.Lt権を5司えよと主張する。 この論争に参加した

もわは大]'fl＼分が経済学者であって政府の要人では

なb、rnれよ憶は例外みしヵ、しこれはJ立高指導！日内部；

における議論者？反映しているのであろち。極例を

：考えるものはいないであろうが， あるものは中央

集権的組織を主張L, ｛也のあるものはユーゴ・シ

スラーム（見~のコント ＂－ Jc, ドに .tsi:J' る V を主張［ぐい

るかも知hなし、。 fiiJ,irH「経済派｜であり， 後者

は「大銀法首長jであろちコ ユLて段状it党ぴ）コン

ト口…ノレなきユーゴ・システムである。

利潤指標が決定的に盤要なものであることはす

べスの人が認めてU、る。ただ， 資本利満塁手かコス

ト利潤率かというぷで決去をみていなし、。

1りG:l±iミ現在，ネッフ。tt依然として有効であり，

それによ J Jて経済は好転しつつある。ただ，その

ような）j法は急速な解決をもたらさない。 もし中

闘が，急速な工業化をめさすなら， スターリン下の

y 述。ごとく ）j働古や蒜氏は犠牲をおしんではな

らなし、。

J:）、七はシャーマン論文の概要である。 ことでい

多くの事実があきらかになっている。その大部分

は中闘で公表された論文や論争を読破し， その含

意よると 4ろを十分検討する斗とによって得られ

た。ただそこには若子一首者の解釈が加わっ Cいる

のであって， それが真に当をと得たものであるかど

うかが確認しにくい。 また難民の話などが援用さ

れているが， それが論拠としてどこまで有用かを

判定する方法がない。一般的にみてこの論文での

べられているよニとはきわめて説得的であり， さム

；こi11!司における最近の;j';Yfしヤ事実はそれを傍証し

ているカ＝にみえる。 しカミし論拠が完全であるとは

いい難く，したがって，全体が一つの仮設にすぎ

ないかも知れない。 しかしそれはきわめて現実性

の弱い似誌であるにちがいない。



1967120151.TIF

次に， これと矛盾するもので1まなb、が， t守二の

補足を加えることにしたい。

(1) 1960年のはじめに，金融制度に若干の変化が

J井F》lL/: れは「Mcイヒlをめざ I_ /:: i, c＇＇であ

った0 1 九＇＇この段階で日空 それが校：＇：： / L トロ

ー／レを強化しようという意闘を合／υ℃し、たとは思

h h  なし、り

(2) 1%:1～lil年以後， 猛烈んー社会主義.￥tr'.J;m塁手jが

はじまりた。二として1964年会，中央の妊治関係各

部内に政治部をつくることを決定したm1:12＞。これ

は地方政府および企業に対する党中次山ごI＞トロ

ーノレを再現するためのfjj!JJ主的保証としごちえぬした

ものであろう。

(3) 1961年から1963年にかけて企業管理制度の再

建がはJう1じれえ。そ;jt i：っし、てわれ才ノれいきわめ

て多くし／）丈記、的資料全利用する二と見‘できる

uu:,JJ。それは多岐にわたっているが，それを次の

ように喫約することができるであろう。すなわち，

(1）企業lf-'l;-Jj ける計!illi と ~1'.l主の権限を企主：；しベJi,

（企業長レヘノレ）に集中する。（2）計画専議機怖を確立

する。（3）下連指標の増加と細密化。（4）原始記録の

確立。同財政部門の柱プj拡大。（6）核非flj1Ju1強化，

以上である。

3. 文化大革命

経済計画にかかわる諸機構に関ーする限り， 文化

大革命iこよ｝てはまt二ほとんどなんの）；l;¥l;（＇もうけ

ていないo fこだ，党， i'{年間，労働車Il合がすべて

批判の対象になって，事実上機能をはたしていな

いようで凌）る。

また， 大革命の中でも生｛1「の場所主：断れとはい

けないことおよび製品品質を重視しなければなら

ないことがくり返しのべられている。また技術者

はそのJ[lj{,'1；を保ってU、；：，。 二れは大！i/,'jjt山経験に

よるも引で｛おろう。

多くの了ー場におし、て， 企業長は「経済主義的i

として批判され，更迭されている場合が多いよう

である。ただ，企業長のもとに集中する巨大な権

1,1v;:, まず手IJil＇耳指際の達成のために行使されさ、る

t え注いという f~IJJ''l:の特質は，依然として存在す

る。 まだ流動の過程にあるというべきであろう。

小文の最初仁あげた社会主義経済計画の各種額

引にてらしていえば，文化大革命のめざすものは

あきらかに分織的計画である。すなわち，中央の

1lt!：接的コントローノレをできるだけ少なくし，地方

主たは企業の自［fl裁量権をそれにしたがって拡大

L .！：うというものである。ただこれまでの社会主

諸諸国の経験によれば， その部分はマーケット・

メカ二ズムまたは価値法則の運用によって行なわ

れふはずであず川王、しかるに中闘がめざすものは，

：ぐれを共産主義的情熱によって埋めようというこ

とである。企業単位たると個人たるとを問わず，

f子えられた自由裁量権を行使する忙さいして「経

済人！としての行動指針にしたがうことは i経済

主義lまたは l修正主義Jとして批判される。こ

れらは， 社会主義経済計画における未知の領域に

以寸るもので，われわれはそれに対してf成；§oi予

見を持さない偉大な実験jとよぶほかはなか。

（花103) 符問「発揚群衆路線手口実事求是自力作風」，

『紅旗』， 1959年3号。

(/U04) 4三Jihl'.'.I E当方法的平命J,r学習』，1958ιTS

’j 0 

（注105〕 r.n :,t;i工「！人員：主主筆1¥1促進派J,Ir計画経（，'[j,

1958°F 4 Jl a 

(I主106) 謬季立「淡々丙本帳J，『計画経済』，1958年

5) j。

（注101) ネド「A；議和掌握私立lえ従仇有［計画按.ltl5'1J )/; 

iJ生lドj規律」，『，ilt'.'i経済』， 1958年12月。

(/UOB) 『人民日報』， 1963年 6月'2:7日。

(IU09) ！呉i!lt「加強省際経済協作的組織性和計尚

i'i Iヲ If.iii調ちわしir, 1959年 6iJ。

(It二110）『人J1:! I搬』， 1958'1-lOJJι 日。
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（住111) Hr~之「対鋼鉄生席中幾何終 i斉問題的浅

見J, 『三十回経済』， 1958年1211。

er 112) , t人li日報』， 1%8年121)4 11。

( tl::113) 「人民 H報』， 1958fド9月2911。

( il:114〕 IW'.'f・中［ '.cl EJi鋼鉄公司的移脈経常M車IIJ~J,

[lJfiliイド17号

C 11.115) . ', J（日報』， 1(15'.} ff 6 J; I I I , 0 

(iU16) 『人民 11報』， 19601!'-3 Jj :l 110 

( ' 117) ,Ji I i通「.／.HP民＇1：込的組織＂（ 1，停工作j、！「けl函

1i 1ず［＂~』， l'.15'.) ;, 7 号。弘、広＜＇i 「論 ~L ，；，’＇.＇ i 業化1: 'i. ref協

作」，『計画与統占｜』， 1959年 9-9。

(, il18〕 :,;,) 「当前 J,l；不建設工f’i，！＇（ぬ重大，：：Jl'fj J, 

「illJIUJ, 1959:1今 G号・。

（注119) 海波「有効地提高工業企業労働生産部J,

「引於t』， 196~ ;I' 17号。

日間〉 J 人J，.：日報』， 1%5年 5！）］ヱ ,10

( /1121) :&l伝「投資包幹た基本建設管理制度的－Jj':j

"j',: fr' I，『但；』＼1・.,, 1960 {f' !i円。そめ他，雑誌『u十政』
1 c1日午8号＇.： -1・ Jr:念講，i「1 '!: iか， -ii：関1-;'J f}U ・・，の

論文が掲軟されている。

( il'122) Dwiriht Perkins, A1arket Control and 

Planning i11 C川 nmunistChina, f I川町trdlJniverぶity

Press, 1966. 

(il.'123〕 でiJ(Jl!「抗日時期的経済問飽和財政問題J,

『i"/I：東選嘗J, :C{; 3巻 J

（注124) 李先念日付政金融工約一中的幾似体会J,w車T

~』， 19601f 1サ。

( <125) ｜人 l・－＇日報』， lリ日年6_IJゴ:iII, お。 U;'Y,:;

「流動資金，給公資金及其管理問題j，『紅旗』， 1959年

11 fJ令。

（ιl 126) 宇［／文「従↑i【＼Y：ドj償還！日， Hli，冷IJ銀fi i'!ZJ日r替

i'i JIJj，『紅UJ, 1962年 6ぢ。
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